
第2回これからの地域福祉のあり方に関する研究会議事次第  

日 時：平成19年10月19日（金）  

10：00′、12：00  

場 所：KKRホテル東京10階 瑞宝の間  

1．開  

2．議 事  

（1）地域福祉が取り組むべき課題～地域の要支援者について～  

【報告者：釧路地区たんぽぽの会代表 岩渕雅子氏】  

（2）社会福祉協議会について  

【報告者：全国社会福祉協議会地域福祉部長 渋谷篤男氏】  

（3）その他  

3．閉  

（配付資料）  

資料1「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」の今後の進め方  

資料2 地域福祉の現状と課題（社会・援護局地域福祉課）  

資料3 高齢者虐待、孤立死の現状と課題（老健局計画課認知症・虐待防止対策推進室）  

資料4  児童虐待の現状と課題（雇用均等・児童家庭局総務課児童虐待防止対策室）  

資料5 釧路地区たんぽぽの会（釧路地区たんぽぽの会代表岩渕雅子氏）  

資料6 社会福祉協議会の現状（社会・援護局地域福祉課）  

資料7 社会福祉協議会の組織と活動（全国社会馳協議会地域福祉部長 渋谷篤男氏）  

資料8 第1回研究会の主な意見  

資料9 第1回研究会議事録   



「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」の今後の進め方  

内  容  
回   日 時  

テーマ   既存施策のレビュー   

「地域福祉が取り組むべき課題～地域の要支援者について」   
第2回  10月19日（金）  ＜社会福祉協議会＞  

【報告者】  

O「地域の現状と問題（事務局資料）」地域福祉課  【報告者】  

10：00～12：00  O「高齢者虐待、孤立死」  老健局   全国社会福祉協議会  
O「児童虐待」  雇児局   地域福祉部長 渋谷篤男氏  
○釧路地区たんぽぽの会代表  岩渕雅子氏   

11月9日（金）  
第3回  「地域の要支援者への支援のあり方について」   ＜民生委員・児童委員＞   

10：00～12：00  

11月19日（月）  ＜福祉サービス利用援助事業＞  
第4回  「地域福祉を進めるためのシステムのあり方について」  

14：30～16：30  ＜地域福祉計画＞   

12月3日（月）  
第5回  「住民参加の推進について」   ＜ボランティア＞   

10：00～12：00  

12月14日（金）  ＜共同募金＞  

第6回  「地域福祉活動を支える財源等について」  

10：00～12：00  ＜生活福祉資金＞  



地域の現状と問題  

～地域において対応が求められている問題～  

厚生労働省社会t援護局   

地 域 福 祉 課   



地域で問題となっている生活課題や対象（第1回研究会意見から）  

○ゴミだしや電球交換のようなちょっとしたことの手助け（を頼める相手がいなくて因っている人がいる）。   

○認知症高齢者等の見守りのみでの長時間の対応。   

○入退院時や二重帰宅時のケア。   

○冠婚葬祭や意欲向上のための外出（散歩等）など、必要性の判断が分かれるような要請への対応。  

や周囲が迷惑と感じるような人（地域はどうやってそれを追い出すかを考える）。  

○介護に追われているなど（必要があるにもかかわらず）地域との関係を持つ余裕自体のない人への対応。  

○コミュニケーションが難しい人、  人、虐待している自覚のない人。  自分で自分の生5  
してしま   

○見性の自立の問題。（家事ができない。一人暮らしになると生活ができない。）   

○外国人労働者。日本人と同様に生活課題をもっているが労働問題に規定されており問題が複合化している。   

○要介護者と精神障害者、DVと子どもというような複合的な課題のある世帯に対し、責任を持って複数の制  

度を組み合わせる人がおらず、ひとつの家庭を支えきれない。   

○自死遺児、難病家族など少数者への地域の差別偏見、 無理解。  

⇒制度の外にあるニーズへの対応が必要   

⇒制度の谷間にある者への対応が必要   
⇒生活を支える総合的な支援が必要   

⇒差別偏見、孤立への対応が必要   



○東京23区内の自宅で誰にも見取られずに死因不明の急死や事故死（自殺を除く）を遂げた単身者は、   
2718人。  

・このうち男性が7割（1836人）を占める。  

・65歳以上では男性は55％であるが、中年実年世代では全体の9割近くを男性が占める。  
・死後3－6ケ月での発見は男性が14人、6ケ月以上が3人で女性はゼロであった。  

［2004年度東京都監察医務院データ2005年6月24日東京新聞］   

○東京都営住宅の一人暮らし世帯で2004年度に孤独死した309人のうち17人が死後1ケ月以上放置され  
ていた。死後1週間以上たって見つかった67人のうち男性は53人と8割近くに上った。  

［都住宅供給公社資料より 2005年5月7日東京新聞］  

含めた  ＝｝ 単身者の孤立の問題（特に  

＊詳細は資料3（老健局）参照  

緋梱死・不明者  

○屋外を排相中、死亡、行方不明となった高齢者は、2004年1月から12月末までの1年間に約900人に  
上った（警察庁調査）。全国の警察署に寄せられた排掴高齢者に関する捜索願や110番通報は、2万3668  
件。このうち死亡が確認された548人、行方不明のままは357人に上った。一方、無事に発見されたのは  
1万7842人、本人が自分で帰宅したのは4921人。多くが、認知症高齢者で、発見、保護に時間がかかる  
ことが原因とみられる。  

［2005年9月22日読売新聞］   
⇒地域の人々による発見が必要   



高齢者虐待   



障害者の地域移行  

【数値目標】入院中の退院可能精神障害者の減少目標値  【数値目棲】福祉施設からの地域生活への移行  

○施設入所者の地域生活への移行については、平成23年度までに現在の施設入所者（14．6万人）のうち、19万人（約13％）が地  

域生活へ移行するとともに、入所待機者の動向等を勘案した結果、現在の施設入所者のうち1．1万人（約78％）が削減されることが  

見込まれている。  

○退院可能精神障害者については、受け入れ条件が整えば退院可能な榊障害者（以下、退院可能精神障害者。）4．9万人  

のうち、平成23年度末までに3．7万人を退院させることが見込まれている。   
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4．9万人   

※現在の退院可能精神障害者敷に  

ついては、各都道府県において独  

占に美恵調査を実施しているト  

スがあるため、調査時点や対象者  

が異なる場合や現在数を記載して  

いない齢がある。  

※数値目標を設定していない都道  
府県があり、当該都道府県分を含  
ない数値である。  

退院可能  

精神障害者数  

【現在（平成17年10月時点）】  【平成23年度末】  【平成23年度末】   【現在】  
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消費者被害  

02005年の悪質リフォーム被害は222億円で前年の16倍以上。［警察庁まとめ］   

○近年、高齢者・障害者の消費者被害は増加の一途を辿っている。特に、一人暮らしで、周りに相談する人の   
いない高齢者が悪質事業者の格好の標的になっている。   

○全国の消費生活センターに寄せられた契約当事者が70歳以上の相談件数は、増加しており、2006年度  
は約13万件で、相談全体の12％を占めている。［国民生活センターHP］  

2007年7月10日時点の件蓑  勢約当事者が70歳以上の年度男l  

2001年度  
2002年度  
2003年度  
2004年度  
2005年度  
2006年度  
2007年度  

56，915件  

76，576件  

99，033件  
129，392件  

139，211件  

133，542件  

16，324件（前年同期 23，127件）  
上位販売  

1位 家庭訪販（24，860件、35．3％）  
＊販売業者が消費者の自宅を訪問し、商品やサービスを勧誘・販売する方法。  

2位 電話勧誘（9，605件、13．6％）  
＊消費者の自宅へ電話をかけ、商品やサービスを勧誘ずる。  

3位 次々販売（5，099件、7．2％）  
＊一人の消費者に次から次へと契約させる商法。  

生活変化を察知できる関係が必  ⇒ 身近な   



災害時要援護者  

○近年の風水害や地震では犠牲者の多くを高齢者が占めており、高齢化が進む中において高齢者、障害者、   
日本語のわからない外国人などの災害時要援護者の避難支援等が課題となっている。  

新潟中越沖地震による被害状況（2007年7月16日発生）   

死者11人のうち、10人が高齢者（柏崎市9人、刈羽村1人）  

・70歳代7人、80才代3人  
■ 建物の下敷き9人、外傷性硬膜下血腫1人  
・男性4人、女性6人  

［新潟県災害対策本部］   

＜参考＞柏崎市野人口は、約9万4000人、高齢化率25．6％。刈羽村高齢化率は26．4％。  

⇒災害時に力を発揮する日常的なつながりや支えあう活動の必要   



外国人登録者  

○外国人登録者数は，約208万5，000人となり，過去最高を更新。我が国総人口の1．63パーセントを占める。  

○外国人登録者の国籍（出身地）の数は188（無国籍を除く。）であり，韓国■朝鮮が全体の28．7パーセントを   

占め，以下，中国，ブラジル，フィリピン，ペルー，米国と続いている。  

○外国人登録者数が最も多いのは東京都（36万4，712人）で，全国の17．5パーセントを占めている。以下，  

大阪府，愛知県，神奈川県，埼玉県，兵庫県，千葉県，静岡県，岐阜県，京都府の順となっており，上位10  

都府県（146万1，354人）で全国の70．1パーセントを占めている。この10都府県の中で，平成17年末と  

比較して増加率が高いのは岐阜県（7．6パーセント）及び愛知県（7．1パーセント）である。  

○在留資格の構成比は，「永住者」（一般永住者と特別永住者を総称。）が83万7，521人で全外国人登録者  

の40．2パーセントを占め，以下，「定住者」が12．9パーセント，「日本人の配偶者等」が12．5パーセント，  

「留学」が6．3パーセントと続いている。平成17年末と比較して，「研修」及び「就学」がそれぞれ30．3パー  

セント，30．5パーセント増加している一方で，「興行」は，42．1パーセント減少している。  

平成18年束現在における在留貞柏別の糾合  

し史郎浄・声l際睾  

2．7〔：  

［2007年5月  

法務省入国管理局］   



直轄（出身地）別外国人登録者数の推移  

（各年末現在）  
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01998年から9年連続3万人を超えた。  

○あしなが育英会の高校奨学  ヽ  0
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年度144人で、3年前の1998年度21人の7  

倍に急増。［2001年10月あしなが育英会高校奨学生の出願書類調査結果］   

02006年中の自殺者の概要［2007年6月 警察庁報告書］   
1．総 数  

自殺者の総数は32，155人で、9年連続3万人を超えた。性別では、男性が22，813人で全体  

の70．9％を占めた。  

2．年齢別状況  
「60歳以上」が11，120人で全体の34．6％を占め、次いで「50歳代」（7，246人、  

22．5％）、「40歳代」（5，008人、15．6％）、「30歳代」（4，497人、14．0％）等  

の順となっている。  

3．職業別状況  
「無職者」が15，412人で全体の47．9％を占め、次いで「被雇用者」（8，163人、25．  

4％）、「自営者」（3，567人、11．1％）、「主婦・主夫」（2，658人、8．3％）等の順と  

なっている。  

4．原因・動機別状況  
「健康問題」が4，341人で遺書ありの自殺者の41．5％を占め、次いで「経済・生活問題」（3，  

010人、28．8％）、「家庭問題」（1．043人、10．0％）、「勤務問題」（709人、6．8％）  

等の順となっている。   



近年の自殺者数の推移  
（人）  

平成9年→平成10年で急増し以降3万人超  
40，000  

35，000  

30，000  

25，000  

20，000  

15，000  

10，000  

5，000  

0  

H7  H8  H9   HlO Hll  H12  H13  H14  H15  H16  H17  H18  

出典：警察庁「自殺の概要」  
ヰー総数ヰ男性→・一女性  

各年齢層における自殺率の変化  
働きざかりの世代の自殺率がこれほど急激に上昇に転じた例は世界的に見てもほとんどない！  
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立死の現状と課題  高齢者虐待、孤  

平成18年度高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に  
基づく対応状況等に関する調査結果（暫定版）…【pl】  

高齢者等が一人でも安心して暮らせるコミュニティづくり推進会議（「孤立死」ゼロを  
目指して）の開催について■・…・・…■・…・・… 【p25】  

厚生労働省老健局計画課  

認知症1虐待防止対策推進室   



厚生労働省発表  

平成19年9月21日  
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結 果 の 概 要  

平成18年度における高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下  

「法」という。）に基づく対応状況等に関する調査結果は以下のとおりであった。  

1．養介護施設従事者等による高齢者虐待についての対応状況等  

「養介護施設」とは  

・老人福祉法に規定される老人福祉施設（地域密着型施設も含む）、有料老人ホーム  

・介護保険法に規定される介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、地域包括支援   

センター  

「養介護事業」とは  

・老人福祉法に規定される老人居宅生活支援事業  

・介護保険法に規定される居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防  

サービス事業．．地域密着型介護予防サービス事業、介護予防支援事業  

「養介護施設従事者等」とは  

・「養介護施設」又は「養介護事業」の業務に従事する者  

1．1．市町村における対応状況等  

（1）相談t通報対応件数  

平成18年度、全国の1，829市町村で受け付けた養介護施設従事者等による高齢者虐待に関   

する相談・通報総数は、273件であった。  

（2）相談・通報者（表1）  

相談・通報者の内訳は、「親族」が24．5％と最も多く、次いで「当該施設職員」が23．1％、   

「当該施設元職員」が10．6％であった。なお、「本人による届出」は4、0％であった。  

表1相談・通報者内訳（複数回答）  

当該施  介護   都道   不明  

当該施  支援  府県  
親族   設職員  保険団体     から連  （匿名   

設元職   医師    専門  

r：：コ 貝   

連合会  
絡   他     む）   

157 29   2   16   8   45  40   297   

24．5   23．1   10．6   0．7   5．9   2．9   5．9  16．5  14．7  

本人  

による  

・届出   

人  6■   

％  4．0   24   

（注1）相談・通報者には重複があるため、内訳の合計は相談・通報総数273件と一致しない。  

（注2）％は相談”通報総数273件に対する割合であるため、内訳の合計は100％にならない。  

（3）事実確認の状況及び都道府県への報告  

相談■通報総数273件のうち、訪問調査（介護保険法又は老人福祉法に基づく立入検査等を   

含む）等により事実確認を行ったのは240件であり、そのうち、「虐待の事実が認められた」   

又は「都道府県と共同して事実の確認を行う必要がある」との理由により市町村から都道府県   

へ58件の報告があった。  
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1．2．都道府県における対応状況等  

（1）市町村から報告があった事例  

ア．施設・事業所の種別（表2）  

「特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）」が36．2％と最も多く、次いで「介護老人保  

健施設」が19．0％、「認知症対応型共同生活介護（グループホーム）」が15．5％であった。   

表2 当該施設・事業所の種別  
養護  

有  

老人  
ホー  

ム   
ホ   

件数  口  

％  1．7  

有料  軽責  特別養  介護老－■  訪問介   認知症対  そ   

老  短期入       合計   
ホーム  ホーム  ホーム  施設   入浴介護  所施設  

7   21   4   3   9   58   

12．1   1，7   36．2   19．0   6．9   5．2   15．5   1．7  100．0   

イ．被虐待高齢者の性、年齢（表3、表4）   

性別では全体の7割以上が「女性」、年齢では全体の6割以上が「80歳以上」であった。  

表3 被虐待高齢者の性別  表4 被虐待高齢者の年齢  

女  不明  合計   

55   3   76   

2．4  3．9  100．0   

65～  70～  80′〉   

69歳  79歳  89歳  99歳  の他   
90～  不明・そ  合計  

人   5   28   22   4   76   

％   6．6  22．4  36．8  28．9   5．3  100．0   

（注1）被虐待高齢者が特定できなかった2件  

を除く56件の事例を集計。  

（注2）1件の事例に対し、被虐待高齢者が複  

数の場合があるため、56件の事例に対  

し、被虐待高齢者の総数は76人であっ  

た。■  

（注り 被虐待高齢者が特定できなかった2件を除く56件の事例を集計。  

（注2）1件の事例に対し、被虐待高齢者が複数の場合があるため、56件  

の事例に対し、被虐待高齢者の総数は76人であった。  

ケ 虐待を行った養介護施設従事者等の年齢、職種（表5、表6）   

年齢では「40歳未満」が半数以上であり、職種では「介護職員」78．9％、「看護職員」  

8．8％の他に、「管理者」「施設長」及び「開設者」が合わせて12．3％と1割強であった。  

表5 虐待を行った養介護施設従事者等の年齢  

29歳未満  30～39歳  40～49歳  50～59歳  60歳以上  不 明  合 計   

17   12   8   4   15   57   

29．8   21．1   1．8   14．0   7．0   26．3   100   

（注1）虐待者が特定できなかった9件を除く49件の事例を集計。  

（注2）1件の事例に対し、虐待者が複数の場合があるため、49件の事例に対し、虐待者の総数は57人であった。  

表6 虐待を行った養介護施設従事者等の職種  

介護職員  看護職員  管理者  施設長  開設者  合計   

人   45   5   4   2   57   

％   78．9   8．8   7．0   3．5   1．8   100，0   

（注り虐待者が特定できなかった9件を除く49件の事例を集計。  

（注2）1件の事例に対し、虐待暑が複数の場合があるため、49件の事例に対し、虐待者の総  

数は57人であった。  
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エ．虐待の種別・類型（表7）   

「身体的虐待」が72．4％と最も多く、次いで「心理的虐待」が41．4％、「介護等放棄」   

が10．3％であった。  

表7 虐待の種別・類型（複数回答）  

体的虐待  介護等放棄  心理的虐待  性的虐待  経済的虐待  種別不明  合計   

42   6   24   4   3   2   81 . 

72．4   10．3   41．4   6，9   5．2   3．4  

（注り 虐待の種別・類型には重複があるため、内訳の合計は報告があった事例58件と一致しない。  

（注2）％は報告があった事例58件に対する割合であるため、内訳の合計は1∽％にならない。  

オ．対応状況等   

市町村から都道府県へ報告があった事例58件のうち、市町村からの依頼又は都道府県の   

判断により一部の事例について改めて事実確認を行った結果、最終的に「虐待の事実が認   

められた事例」が耶＝牛、「虐待ではないと判断」又lま「虐待の事実が確認できなかった」  

が合わせて10件であった。  「虐待の事実が認められた事例」48件では、都道府県又は市町  

村による介護保険法又は老人福祉法の規定による権限の行使として、「報告徴収、質問、  

立入検査、指導」が45件行われたほか、人員、設備及び運営に関する基準等が遵守されて  

いないことに伴う「改善勧告」「改善命令」「指定の停止」が各1件行われた（表8）。  

表8 虐待の事実が認められた事例における対応  

徴収、質問、立入検査、指導   45件   

dニ   1件   

1件   

の停止   1件   

合計   48件   

（2）都道府県が直接把握した事例（表9）   

市町村から都道府県へ報告があった58件のほかに、都道府県が直接、相談・通報を受け付  

けた事例が33件あった。  「後日、事実確認予定又は対応検討中」の7件を除く26件につい  

て都道府県が単独または市町村と共同で事実確認を行った結果、「虐待の事実が認められた  

事例」は5件であり、これらに対し、介護保険法の規定による権限の行使として、「報告徴  

収、質問、立入検査、指導」が2件行われたほか、人員、設備及び運営に関する基準等が遵守  

されていないことに伴う「改善勧告」が3件行われた。  

表9 都道府県が直接、相談・通報を受け付けた事例における事実確認状況及びその結果  

県が直接、相談・通報を受け付けた事例   33 件   

確認により虐待の事実が認められた事例   5 件   

確認により虐待ではないと判断した事例   4 件   

確認を行ったが、虐待の事実が確認できなかった事例   17 件   

、事実確認を予定している又は対応を検討中の事例   7 件   

（3）都道府県における公表   

法第25条の規定による都道府県における養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況等  

の公表については、平成19年8月31日現荏で24都道府県が実施済みであった。  

1                                                   J  
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2，養護者による高齢者虐待についての対応状況等  

養護者とは、「高齢者を現に養護する看であって養介護施設従事者等以外のもの」であり、高齢者の  

世話をしている家族、親族、同居人等が該当する。  

（1）相談・通報対応件数   

平成18年度、全国1，829市町村で受け付けた養護者による高齢者虐待に関する相談・通報総数  

は、18，393件であった。  

（2）相談・通報者（表10）  

「介護支援専門員■介護保険事業所職員」が41．2％と最も多く、次いで「家族・親族」が13．2％、  

「被虐待高齢者本人」が11．9％であった。  

表10 相談・通報者（複数回答）  

介護支援専P【  

員・介護保険  

事業所職員   

人   7，583   

％   41．2   

援専門  近隣  民生  被虐待  家族・  虐待  当該市   

委員  親族  警察   
他   

その   不   合計   

i職員  知人  本人  身  政職員   

83   1．004  1，682  2．194  2，434  271   1．295  1，249  1．840  298  19，850   

．2   5．5   9．1   11．9   13．2   1．5   7．0   6．8  10．0  1．6  

（注1）相談・通報者には重複があるため、内訳の合計は相談・通報総数18．393件と一致しない。  

（注2）％は相談・通報総数18，393件に対する割合であるため、内訳の合計は100％にならない。   

（3）虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した事例   

相談・通報総数18，393件のうち、91．1％に当たる16，751件で訪問調査等の方法で事実確認が  

行われ、市町村か卿こ「虐待判断事例」と  

いう。）の総数は12，575件であった。   

以下、虐待判断事例における、虐待の種別・類型、被虐待高齢者の状況及び虐待への対応策の内  

訳等については、1，829市町村のうち、回答に数値の不整合と思われる点等がある190市町村を除  

く1，639市町村の回答（相談・通報総数13，965件、虐待判断事例総数9，884件）を対象に集計を  

行った。  

（4）虐待の種別・類型（表11）  

「身体的虐待」が64．1％と最も多く、次いで「心理的虐待」が35．6％、「介護等の放棄（ネグ  

レクト）」が29．4％、「経済的虐待」が27．4％、「性的虐待」が0．7％であった。  

表11虐待の種別・類型（複数回答）  

身体的虐待  介護等放棄  心理的虐待  性的虐待  経済的虐待   合計   

6，340   2，908   3．520   71   2．705   15，544   

64．1   29．4   35．6   0．7   27．4  

（注り 虐待の種別一類型には重複があるため、内訳の合計は虐待判断事例総数9．884件と一致しない。  

（注2）％は虐待判断事例総数9．884件に対する割合であるため、合計は100％にならない。  
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（5）被虐待高齢者の状況について   

ア．性及び年齢（表12、表13）  

性別では「女性」が76．9％と、全体の4分の3以上を占め、年齢階級別では「80－89歳」   

が最も多く、全体の4割近くを占めていた。  

表12 被虐待高齢者の性別  表13 被虐待高齢者の年齢  

男  女   

人  2，284  7，717   

％  22．8  76．9   

不明  合計   

29  10．030   

0．3  100．0   

65～69  70～79  80～89  90歳   

歳   歳   歳   以上   
不明  合計  

人  1．078   3．687  3，987   941   337  10．030   

％   10．7   36．8   39．8   9．4   3．3  100．0   

（注）1件の事例に対し、被虐待高齢者   

が複数の場合があるため、虐待判   
断事例総数9．884件に対し、被虐待   

高齢者総数は10，030人であった。  

（注）1件の事例に対し、被虐待高齢者が複数の場合があるため、虐待判   

断事例総数9β84件に対し、被虐待高齢者総数は10．030人であった。  

イ．虐待者との同居・別居の状況（表14）   

「同居」が84．3％と、8割以上が虐待者と同居であった。  

表14 被虐待高齢者における虐待者との同居の有無  

虐待者と同居  虐待者と別居  その他  不明   合計   

件数   8，335   1．072   201   276   9，884   

％   84．3   10月   2．0   2．8   100．0  

ウ．虐待者との関係（表15）  

被虐待高齢者からみた虐待者の続柄は「息子」が37．1％と最も多く、次いで「夫」が14．1％、  

「娘」が13．5％の順であった。   

表15 虐待者の被虐待高齢者との続柄  

夫   妻   

人  1．606  551   

％  14，1  4．9   

者（婿）   

息子  娘   
息子の配偶 者（嫁）  娘の配偶   兄弟 姉妹  孫  その他  不明  合計   

7 4，229  1，543   1．165   287   213  491  532   778  11，401   
37．1  13．5   10．2   2．5   1．9  4．3  4．7   6．8  100．0   

（注）1件の事例に対し．、虐待者が複数の場合があるため、虐待判断事例総数9．884件に対し、虐待者総数は11．401人であった。  

（6）虐待への対応策について  

ア．分離の有無（表16）  

虐待への対応として「被虐待高齢者の保護と虐待着からの分離を行った事例」が36．2％と、  

約3分の1強の事例で分離が行われていた。一方、「被虐待高齢者と虐待者を分離してい  

ない事例」は59．7％と、約6割であった。  
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表16 虐待への対応策としての分離の有無  

件数   ％   

高齢者の保護と虐待者からの分離を行った事例   3，579   36．2   

高齢者と虐待者を分離していない事例   5，899   59．7   

つ↓＼て検討、調整中の事例   406   4．1   

合  計   9．884  100．0   

被虐待  

被虐待  

対応に  

イ．分離を行った事例の対応（表17）   

「契約による介護保険サービスの利用」が35．9％と最も多く、次いで「医療機関への一   

時入院」が19．8％、「やむを得ない事由等による措置」が13．7％の順であった。  

表17 分離を行った事例の対応の内訳  

件数   ％   

契約による介護保険サービスの利用   1，285   35．9   

やむを得ない事由等による措置   490   13．7   

緊急一時保護   392   11．0   

医療機関への一時入院   709   19．8   

その他   703   19．6   

合  計   3．579  100．0   

ウ．分離していない事例の対応の内訳（表18）   

「養護者に対する助言・指導」が42．3％と最も多く、次いで、「被虐待高齢者に対す  

るケアプランが見直された上で、被虐待高齢者が介護保険サービスを継続して利用」が  

24．3％、「見守り」が22．0％であった。  

表18 分離を行っていない事例の対応の内訳（複数回答）  

件数   ％   

に  2，495   42．3   

自  609   10．3   

高  671   ‖．4   

高  

介  
1，434   24．3   

高  686   11．6  

1，464   24月  

1，300   22．0   

養護者  

養護者  

被虐待  

被虐待  

齢者が  

被虐待  

その他  

（注1）％は被虐待高齢者と虐待者の分離を行っていない5，899件に対する割合であるため、合計は100％  

にならない。  

（注2）「見守り」には、他の対応と重複がない事例のみ計上されている。  
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3．市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備等について（表19）   

「高齢者虐待の対応の窓口となる部局の設置」が91．3％、「高齢者虐待の対応の窓口となる部  

局の住民への周知」が67．2％と最も実施率が高かった。一方、「老人福祉法の規定による措置に  

必要な居室確保のための関係機関との調整」が39．9％、「早期発見・見守リネットワークの構築  

への取組」が38．3％、「法に定める警察署長に対する援助要請等に関する警察署担当者との協議」  

が32．0％、「保健医療福祉サービス介入支援ネットワークの構築への取組」が23．3％、「関係専門  

機関介入支援ネットワークの構築への取組」が19．2％であり、地域における高齢者虐待対応に関  

する関係機関等との連携や調整が必要な項目については、市町村内部の休制整備や住民及び介護  

関係施設・事業所への法の周知等に比べて実施率が低かった。   

表19 市町村における体制整備等に関する状況  

（1．829市町村、平成18年度末現在、単位：％）  

法施行前か  
19年度中  

に実施又  19年度も実   
ら実施又は  合計   

取組み   は取組み   は取組み 予定   施又は取組 む予定なし  無効 回答  

対応窓口となる部局の設置   40．2   51．1   91．3   5．4   3．2  0．1  100．0   

対応窓口部局の住民への  

周知   
15．6   51．6   67．2   23．0   9．ラ  0．1  100，0   

成年後見制度の市区町村  

長申立への休制強化   
21．4   29．0   50．4   21．6   27．8  0．2  100．0   

地域包括支援センター等の  

関係者への研修   
9．5   35．7   45．2   22．7   32．1  0．1  100．0   

独自の対応のマニュアル、  

業務指針等の作成   
4．4   18．5   22．9   44．1   33．0  0．1  100．0   

居宅介護サービス事業者  

に法について周知   
7．7   43．9   51．6   27．9   20．3  0．2  100．0   

講演会や広報紙等による  

住民への啓発活動   
7．8   36．5   44．2   32．9   22．9  0．1  100．0   

介護保険施設に法につい  

て周知   
6．0   36．9   42．9   28．8   28．2  0．2  100．0   

老人福祉法による措置に必  

重な居室確保のための関  20．4   19．5   39．9   24．0   36．1  0．1  100．0   

係機関との調整  

法に定める警察の援助要  

請等に関する警察署担当  5．6   26．5   32．0   32．9   35．0  0．1  100．0   

者との協議  

「早期発見・見守リネットワ  

－ク」の構築への取組   
18，0   20．3   38．3   35．9   25．8  0．1  100．0   

「保健医療福祉サービス介  

入支援ネットワーク」の構築  8．4   14．9   23．3   31．3   45．2  0．3  100．0   

への取組  

「関係専門棟関介入支援ネ  

ットワーク」の構築への取組   
5．6   13．6   19．2   34．1   46．6  0．1  100．0   
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（参考）調査の概要   

【調査目的】   

平成18年度における養護者及び養介護施設従事者等による高齢者虐待への対応状況等を把握  

することにより・、より効果的な施策の検討を行うための基礎資料を得ることを目的とする。   

【調査方法】   

全国1829市町村及び47都道府県を対象に、平成18年度中に新たに相談・通報があった高齢者  

虐待に関する事例について、主として以下の項目の質問で構成されるアンケートを行った。   

○市町村対象の調査   

1．養護者による高齢者虐待  

（1）相談・通報対応件数及び相談・通報者  

（2）事実確認の状況と結果  

（3）虐待の種別  

（4）被虐待高齢者の状況  

（5）虐待への対応策  

2．養介護施設従事者等による高齢者虐待  

（1）相談・通報対応件数及び相談・通報者  

（2）事実確認の状況と結果  

3．高齢者虐待対応に関する体制整備の状況  

4．虐待等による死亡事例の状況   

○都道府県対象の調査（養介護施設従事者等による高齢者虐待）   

1．市町村からの報告件数  

2．都道府県が直接受け付けた相談・通報対応件数  

3．1及び2における具体的内容  

虐待があった施設等の種別、虐待の種別、被虐待高齢者の状況、行政が行った対応等   

【調査結果】   

別紙のとおり  

【利用上の注意】   

本調査において、一部の自治体には、回答欄梢如臥こ不整合と思われる点等があるため、本資料  

は主な調査項目について集計した結果を暫定値として取りまとめたものである。現在、当該自治  

体に対し再調査を行っており、再調査終了後、改めて確定値として公表する予定である。したが  

って、本資料に掲載しているデータは、再調査終了後に変動することがあり得るので注意願いた  

い。  
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1．養介護施設従事者等による高齢者虐待についての対応状況等  

1．1 市町村における対応状況等  

（1）相談・通報対応件数  

平成用年度、全国の1，829市町村で受け付けた養介護施設従事者等による高齢者虐待   

に関する相談・通報総数は、273件であった。   

（2）相談t通報者（表1）  

相談・通報者の内訳は、「親族」が24．5％と最も多〈、次いで「当該施設職員」が23．1％、   

「当該施設元職員」が10．6％であった。なお、「本人による届出」は4．0％であった。  

※1件の事例に対し複数の青から相談・通報があった場合、相談・通報者の内訳の該当項目に重複  

して計上されるため、内訳の合計は相談■通報総数2了3件と一致しない。  

表1相談岬通報者内訳（複数回答）  

本人   による   届出  人  皿  ％  4．0   
当該  当該施   国民健  

医  介護支   康保険  
不明  ∠ゝ  

親族  
（匿名を   且 計   

職員   貝  師      団体連 Aム  
【ココミ   

含む）  

29   2   8   16   45   40   297   

24．5  23．1   10．6   0．7   5．9   2．9   5．9  16．5  14，7  

（注1）相談・通報者には重複があるため、内訳の合計は相談・通報総数273件と一致しない。  

（注2）％は相信炎t通報総数273件に対する割合であるため、内訳の合計は100％にならない。  

（3）事実確認の状況（表2）   

相談・通報総数273件のうち、「事実確認を行った事例」は240件、「事実確認を行わ  

なかった事例」は33件であった。「事実確認を行った事例」240件のうち、「訪問調査（介  

護保険法又は老人福祉法に基づく立入検査等を含む）による事実確認を行った事例」が218  

件、「訪問調査以外の方法による事実確認を行った事例」が22件であった。   

一方、事実確認を行わなかった33件における、その理由は、「相談・通報を受理した  

段階で、明らかに虐待ではなく、事実確認不要と判断した事例」が15件、「後日、事実  

確認を予定している又は対応を検討中の事例」が12件、「その他」が6件であった。  

表2 相談・通報lこ関する事実確認の状況  

報総数  273 件   

事実   確認を行った  240 件  

訪問調査による事実確認  218 件  

上記以外の方法による事実確認  22 件   

事実   確認を行わなかった  33 件  

、明らかに虐待ではなく、 
－5件  

後日、事実確認を予定している又は対応を検討中の事例   12 件  

その他  6 件   
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訪問調査による事実確認を実施主体別（表3）にみると、「市町村単独のみ」が181件  

の他、r一都道府県と市町村の合同のみ」が31件、「市町村単独と都道府県と市町村の共  

同の両方」が6件であり、218件のうち17．0％に当たる37件において、市町村と都道府  

県の共同による訪問調査が実施されていた。  

表3訪問調査等による事実確認の実施主体の内訳  

件数   回数   

市町村単独のみ   181   251   

都道府県と市町村の共同のみ   39   

市町村単独と都道府県と市町村の共同の両方   15   

合計   218   305   

（4）都道府県への報告（表4）   

養介護施設従事者等による高齢者虐待に関して、法第22条及び法律施行規則第1条の  

規定により、通報又は届出を受けた市町村は、当該通報又は届出に係る事実確認を行っ   

た結果、．養介護施設従事者等による高齢者虐待の事実が認められた場合、又は更に都道  

府県と共同して事実の確認を行う必要が生じた場合に、当該養介護施設等の所在地の都   

道府県へ報告しなければならないとされている。   

事実確認を行った事例240件のうち、58件の事例について市町村から都道府県へ報告が   

あった‘．報告の理由の内訳は、「虐待の事実が認められた」が42件、「虐待の事実が認   

められたが、更に都道府県と共同して事実の確認を行う必要がある」が9件、「都道府   

県と共同して事実の確認を行う必要がある」が7件であった。  

表4養介護施設従事者等による虐待に関する市町村から都道府県への報告 料 

簡．L 町 

村から都道府県への報告   58 件   

虐待の事実が認められた   42 件   

虐待の事実が認められたが、更に都道府県と共同して事   

実の確認を行う必要がある   
9 件  

都道府県と共同して事実の確認を行う必要がある   7 件   

1．2．都道府県における対応状況等  

（1）市町村から報告があった事例  

養介護施設従事者等による高齢者虐待に関して、平成18年度に市町村から都道府県へ   

報告があった58件の事例を対象に、施設・事業所の種別、虐待を受けた高齢者本人の状   

況、虐待を行った養介護施設従事者等の状況、虐待の種別・類型、対応状況等について   

集計を行った。  

ア．施設・事業所の種別（表5）  

「特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）」が36．2％と最も多く、次いで「介護  

老人保健施設」が19．0％、「認知症対応型共同生活介護（グループホーム）」が15．5％  

であった。  
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表5 当該施設・事業所の種別  
：喜荏 P又  

有料  軽費  

人   老人  老人   
認知症対  

応型共同  
その   

他   
合計  

ホーム  生活介護         ホー ム  老人 ホーム  保健 施設  入浴介 萱荏 ロ又  所施設  
7   21   4   3   9   58   

12．1   1．7   36．2  19．0．   6．9   5．2   15．5   1．7  100．0   

イ．被虐待高齢者の状況   

被虐待高齢者の性別、年齢階級別及び要介護状態区分別の内訳について、被虐待高  

齢者が特定できなかった2件を除く56件の事例を対象に集計を行った。なお、1件  

の事例に対し、被虐待高齢者が複数の場合があるため、56件の事例に対し、被虐待  

高齢者の総数は76人であった。   

（ア）性（表6）   

「男性」が23．7％、「女性」が72．4％と、全体の7割以上が女性であった。  

（イ）年齢（表7）  

「80～89歳」が36．8％と最も多く、次いで「90～99歳」が28．9％であり、合わ  

せて65．了％と、全体の6割以上が80歳以上であった。  

表6 被虐待高齢者の性別  表7 被虐待高齢者の年齢  

男  人  18  ％  23．7   
女  不明  合計   

55   3   76   

72．4  3．9  100．0   

65′〉   70～   80～   

69歳  79歳  89歳  99歳  その他   
90～  不明■  合計  

人   5   17   28   22   4   76   

％   6．6  22．4  36．8  28．9   5．3  100．0   

（注）被虐待高齢者が特定できなかった2件  

を除く56件の事例を集計。  

（注）被虐待高齢者が特定できなかった2件を除く56件の事例を  

集計。  

（ウ）要介護状態区分（表8）  

「要介護4」が43．4％と最も多く、次いで「要介護5」が17．1％、「要介護3」が  

15．8％であり、合わせて「要介護3以上」が76．3％と約4分の3を占めた。  

表8 被虐待高齢者の要介護状態区分  

人   ％   

要支援1   1．3   

要支援2   1．3   

要介護1   7   9．2   

要介護2   6   7．9   

要介護3   12   15．8   

要介護4   33   43．4   

要介護5   13   17．1   

不明   3   3．9   

合計   76   100．0   
（注）被虐待高齢者が特定できなかった2件を除く56件の事例を集計。  
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ケ 虐待を行った養介護施設従事者等の状況   

虐待を行った養介護施設従事者等（以下、虐待者）の年齢及び職種について、虐待  

者が特定できなかった9件を除く49件の事例を対象に集計を行った。なお、1件の  

事例に対し、虐待者が複数の場合があるため、49件の事例に対し、虐待者の総数は  

57人であった。  

（ア）年齢（表9）   

「29歳未満」が29．8％と最も多く、次いで「30～39歳」が21．1％であり、これ   

らを合わせると「40歳未満」が50．9％と半数以上であった。  

表9 虐待を行った養介護施設従事者等の年齢  

29歳未満  30～39歳  40～49歳  50～59歳．  60歳以上  不 明  合計   

人   17   12   8   4   15   57   

％   29，8   21．1   1．8   14．0   7．0   26，3   100   

（注）虐待暑が特定できなかった9件を除く49件の事例を集計。  

（イ）職種（表10）  

「介護職員」が78．9％、「看護職員」が8．8％の他に、「管理者」「施設長」及び「開  

設者」を合わせて12．3％と1割強であった。  

表10 虐待を行った養介護施設従事者等の職種  

介護職員  看護職員  管理者  施設長  開設者  合計   

人   45   5   4   2   57   

％   78．9   8．8   7．0   3．5   1．8   100．0   

（注）虐待者が特定できなかった9件を除く49件の事例を集計。  

工．虐待の種別t類型（表11）  

市町村から都道府県へ報告があった58件の事例における虐待の種別・類型（複数回  

答）は、「身体的虐待」が72．4％と最も多く、次いで「心理的虐待」が41．4％、「介  

護等放棄」が10．3％であった。  

※1件の事例に対し複数の種別・類型がある場合、内訳の該当項目に重複して計上されるため、内   

訳の合計は報告があった事例58件と一致しない。  

表11虐待の種別・類型（複数回答）  

身体的虐待  介護等放棄  心理的虐待  性的虐待  経済的虐待  種別不明  合計   

42   6   24   4   3   2   81．   

72．4   10．3   41．4   6．9   5．2   3．4  

（注り 虐待の種別・類型には重複があるため、内訳の合計は報告があった事例58件と一致しない。  

（注2）％は報告があった事例58件に対する割合であるため、内訳の合計は100％にならない。  
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オ．対応状況等   

市町村から都道府県へ報告があった事例58件のうち、「市町村による虐待の事実の  

認定に基づき、都道府県としても虐待の事実が認められたと判断した事例」が38件、  

「改めて事実確認を行った事例」が20件であった。改めて事実確認を行った20件の結  

果は、「虐待の事実が認められた事例」が10件、「虐待ではないと判断した事例」が1  

件、「虐待の事実が確認できなかった事例」が9件であった（表12）。  

表12市町村から報告された事例への都道府県の対応  

町村による虐待の事実の認定に基づき、都道府県としても虐待の  38 件  がめ   
実認られたと判断した事例   

めて事実確認を行った事例   20 件   

虐待の事実が認められた事例   10 件   

虐待ではないと判断した事例   1件   

虐待の事実が確認できなかった事例   9 件  

したがって、最終的に「虐待の事実が認められた事例」が48件、「虐待ではないと判  

断した事例」又は「虐待の事実が確認できなかった事例」が合わせて10件であった。   

虐待の事実が認められた事例48件における対応について表13に示す。都道府県又は  

市町村に．おける介護保険法又は老人福祉法の規定による権限の行使として、「報告徴収、  

質問、立入検査、指導」が45件行われたほか、人員、設備及び運営に関する基準等が遵  

守されていないことに伴う「改善勧告」「改善命令」「指定の停止」が各1件行われた。   

当該施設等における改善措置（複数回答）としては、市町村又は都道府県への「改善  

計画の提出」22件、「勧告・命令への対応」が2件、「その他」が17件であった。そ  

の他の主な具体的な内容は、「虐待を行っていた職員を解雇」「高齢者虐待対応マニュ  

アルの作成」「緊急職員会議の開催」「虐待防止について研修、啓発」「虐待者の配置  

換え、降格」「施設内虐待意識調査を実施」「被虐待高齢者・家族への謝罪」「施設内  

に人権委員会設置」等であった。  

表13 虐待の事実が認められた事例（48件）における対応  

報告徴収、質問、立入検査、指導   45 件  

乏保険法又は老人福祉法  1件  

認定による権限の行使（都  1件  
看県又は市町村）  

指定の停止   1件  

合計   48 件   

施設等から改善計画の提出   22 件  

数回答）  
毎施設等における改善措置         勧告・命令等への対応   2 件  

その他   17 件   
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（2）都道府県が直接把握した事例（表14）   

養介護施設従事者等による高齢者虐待に関しては、市町村から都道府県へ報告があっ  

た58件のほかに、都道府県が直接、相談■通報を受け付けた事例が33件あり、「後日、  

事実確認予定又は対応検討中」の7件を除く26件について都道府県が事実確認を行った  

結果、一億待の事実が認められた事例」が5件、「虐待ではないと判断した事例」が4  

件、「虐待の事実が確認できなかった事例」が17件であった。   

「虐待の事実が認められた」5件のうち、介護保険法または老人福祉法の規定による  

権限の行使として、「報告徴収、質問、立入検査、指導」が2件行われたほか、人員、  

設備及び運営に関する基準等が遵守されていないことに伴う「改善勧告」が3件行われ  

た。  

表14都道府県が直接、相談t通報を受け付けた事例における事実確認状況及びその結果  

府  33 件  

事実確認により虐待の事実が認められた事例   5 件  

事実確認により虐待ではないと判断した事例   4 件  

事実確認を行ったが、虐待の事実が確認できなかった事例   17 件  

後日、事実確認を予定している又は対応を検討中の事例   7 件   

都道  

（3）都道府県における公表   

法第25条の規定による都道府県における養介護施設従事者等による高齢者虐待の状  

況等の公表については、平成19年8月31日現在で24都道府県が実施済みであった。  

14  

ー16－   



2．養護者による高齢者虐待についての対応状況等  

（1）相談・通報対応件数  

平成18年度、全国の1，829市町村で受け付けた養介護者による高齢者虐待に関する相  

談■通報総数は、甘393件であった。   

（2）相談・通報者（表15）  

「介護支儒専門員・介護保険事業所職員」が41．2％と最も多く、次いで「家族・親族」  

が13・2：％、「被虐待高齢者本人」が11，9％、「民生委員」が9．1％、「警察」が6．8％  

であった。また、「虐待者自身」からは1．5％であった。  

※1件の事例に対し複数の者から相談・通報があった場合、相談・通報者の内訳の該当には重複して   

計上されるため、内訳の合計は相談・通報総数18，393件と一致しない。  

表15 相談・通報者（複数回答）  

員・介護  

事業所職．   

7，583   介護支援        人    ％  41．2  己援 
専門  近隣住  民生  被虐待  家族・  虐待  当該市   

委員  親族  警察   
他   

その   不   合計   

型員  人  本人  身  政職員   

583   1．004  1．682  乙194  2．434  271  1，295  1．249  1，840  298  19．850   

1．2   5．5   9．1   11．9   13．2  1．5   7．0 6．8  10．0  1．6  

（注り 相談・通報者には重複があるため、内訳の合計は相談・通報総数柑．393件と一致しない。  

（注2）％は相談・通報総数18，393件に対する割合であるため、内訳の合計は100％にならない。  

（3）事実確認の状況（表16）  

「訪問による事実確認（立入調査事例は除く）」が61．3％、「関係者からの情報収集  

のみによる事実確認」が27．7％、「事実確認を行ったが、確認の方法が不明」が0．6％、   

「立入調査による事実確認」が1．4％であり、これらを合わせて91．1％の事例（16，751  

件）において、何らかの方法で事実確認が行われていた。t一方、「立入調査が困難」が  

0．2％、「訪問拒否等により事実確認が不可能」が0．9％と、合わせて約1％の事例では  

事実確認が困難であった。  

表16 事実確認の実施状況  

件 数  ％   

訪問による事実確認を行った事例 ※立入調査事例は除く  11，282  61．3   

関係者からの情報収集のみによる事実確認を行った事例  5，100  27．7   

事実確認を行ったが、確認の方法が不明  112   0．6   

立入調査による事実確認を行った事例  257   1．4  

警察が同行した事例   107   ／  
警察に援助要請したが同行はなかった事例   60    ／   

立入調査が困難であった事例  31   0．2   

訪問拒否等により事実確認が不可能だった事例  167   0．9   

後日事実確認予定又は対応を検討中の事例  750   4．1   

相談・通報を受理した段階で、明らかに虐待事例ではない  

と判断し、事実確認を行わなかった事例   
694   3．8  

合計  18，393  100．0   

－17－   



（4）虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した事例   

事実確認の結果、市町村が虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した事例（以下、  

「虐待判断事例」という）の総数は、12．575件であった。   

一方、虐待を受けたとは思われなかったが、虐待を受ける恐れがある等の理由により、  

予防的に何らかの具体的な対応を行った事例の総数は、2．460件であった。   

以下、虐待判断事例における、虐待の種別・類型、被虐待高齢者の状況及び虐待への対  

応策の内訳等については、1829の市町村のうち、回答に疑問点等がある190の市町村を除  

く1，639の市町村の回答（相談・通報総数13，965件、虐待判断事例総数9，884件）を対  

象に集計を行った。   

（5）虐待の種別・類型（表17）  

「身体的虐待」が64．1％と最も多く、次いで「心理的虐待」が35．6％、「介護等の放  

棄（ネグレクト）」が29．4％、「経済的虐待」が27．4％、「性的虐待」が0．7％であった。  

※1件の事例に対し、複数の種別・類型がある場合、内訳の該当項目に重複して計上されるため、内   

訳の合計は虐待判断事例総数9，884件と一致しない。  

表17 虐待の種別・類型（複数回答）  

身体的虐待  介護等放棄  心理的虐待  性的虐待  経済的虐待  合計   

6．340   2．908   3，520   71   2，705   15．544   

64．1   29．4   35，6   0．7   27．4  

（注1）虐待の種別・類型には重複があるため、内訳の合計は虐待判断事例総数9．884件と一致しない。  

（注2）％は虐待判断事例総数9．884件に対する割合であるため、内訳の合計は100％にならない。   

（6）被虐待高齢者の状況について  

ア．性及び年齢（表18、表19）  

性別では、「女性」が76．9％、「男性」が22．8％と「女性」が全体の4分の3以上  

を占めていた。年齢階級別では「80～89歳」が39．8％と最も多く、次いで「70～79  

歳」が36．8％であり、これら2つの年齢階級を合わせると76．6％と全体の4分の3以  

上を占めていた。  

※1件の事例に対し、被虐待高齢者が複数の場合があるため、虐待判断事例総数9．884件に対し、被   

虐待高齢者総数は10，030人であった。  

表19被虐待高齢者の年齢  表18 被虐待高齢者の性別  

65～69  70一－79  80′－89  90歳  不明  合計  

歳   歳   歳   以上   

人  1，078   3，687  3，987   941   337  10，030   

％   10．7   36．8   39．8   9．4   3．3  100．0   

女  不明  合計   

7，717  29  10，030   

76．9  0．3  100．0   

（注）被虐待高齢者が複数の場合があるため、虐待判断事例総数9，884件  

に対し被虐待高齢者総数は10．030人であった。  

（注）被虐待高齢者が複数の場合があ  

るため、虐待判断事例総数9．884  

件に対し被虐待高齢者総数は  

10．030人であった。  
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イ．要介護認定者数（表20）   

「認定済み」が67．2％（6，742人）と、約7割が要介護認定者であった。  

表20 被虐待高齢者の要介護認定  

人   ％   

未申請   2，453   24．5   

申請中   153   1．5   

認定済み   6，742   67．2   

認定非該当（自立）   351   3．5   

不明   331   3．3   

合計   10．030   100．0  

（注）被虐待高齢者が複数の場合があるため、虐待判断事例9，884件に対し  

被虐待高齢者総数は10－030人であった。  

ウ．要介護状態区分及び認知症日常生活自立度（表21、表22）   

要介護認定者6，742人における要介護状態区分は、「要介護3以下」72．8％と、比  

較的軽度の者が7割以上を占めた。また、認知症日常生活自立度は、「Ⅱ以上」が62．2％  

であった。  

表21要介護認定者の要介護状態区分  表22 要介護認定者の認知症日常生活自立度  

人   ％   

支援1   445   6．6   

支援2   5ヰ6   8．1   

介護1   1，392  20．6   

介護2   1，184  17．6   

介護3   1，338  19．8   

介護4   989  14．7   

介護5   635   9．4   

不明   213   3．2   

合計   6，742  100．0  

人   ％   

自立又は認知症なし   1．179  17．5   

自立度Ⅰ   924  13．7   

自立度Ⅱ   1，461   21．7   

自立度Ⅲ   1，312  19．5   

自立度Ⅳ   535   7．9   

自立度M   106   1．6   

認知症あるが自立度不明   779  11．6   

自立度Ⅱ以上（再掲）   （4，193）  （62．2）   

認知症の有無が不明   446   6．6   

合計   6－742  100．0   

（注）「認知症あるが自立度不明」には、一部「自立度I」が  

含まれている可能性がある。  

エ．虐待者との同居・別居の状況（表23）  

「虐待者と同居」が84．3％と、8割以上が虐待者と同居であった。  

表23 被虐待高齢者における虐待者との同居の有無  

件数   ％ 

虐待者と同居   8，335   84．3   

虐待者と別居   1，072   10．8   

その他   201   2．0   

不明   276   2．8   

合計   9，884   100．0   
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オ．世帯構成（表24）   

「未婚の子と同一世帯」が30．5％と最も多く、次いで「既婚の子と同一世帯」が  

27．9％であり、両者を合わせると58．4％と、6割近くが「子と同居」であった。  

表24 被虐待高齢者の世帯の構成  

件数   ％   

単身世帯   830   8．4   

夫婦二人世帯   1，513   15．3   

未婚の子と同一世帯   3，011   30．5   

既婚の子と同一世帯   2．762   27．9   

その他   946   9．6   

不明   822   8．3   

合計   9，884   100．0  

九 虐待者との関係（表25）  

被虐待高齢者からみた虐待者の続柄は、「息子」が37．1％と最も多く、次いで「夫」  

が14，1％、「娘」が13．5％の順であった。  

※1件の事例に対し、虐待者が複数の場合があるため、虐待判断事例総数9，884件に対し、虐待者総   

数は1L401人であった。  

表25 虐待者の被虐待高齢者との続柄  

夫  人  1．606  ％  14．1   妻  息子  娘  息子の配 偶者（嫁）  娘の配偶 者（婿）  兄弟 姉妹  孫   
その  

他   
不明  合計   

557  4．229  1．543  ＝65   287   213  491  532  778  11．401   

4．9  37．1  13．5   10．2   2．5   1．9  4．3  4．7   6．8  100．0   

（注）虐待者が複数の場合があるため、虐待判断事例総数9，884件に対し、虐待者の総数は11，401人であった。  

（7）虐待への対応策について  

ア．分離の有無（表26）  

虐待への対応として、被虐待高齢者の保護と虐待者からの分離の有無は、「被虐待高  

齢者の保護と虐待者からの分離を行った事例」36．2％と、約3分の1強の事例で分離が  

行われていた。一方、「被虐待高齢者と虐待者を分離していない事例」は59．7％と、約  

6割であった。  

表26 虐待への対応策としての分離の有無  

件数   ％   

虐待高齢者の保護と虐待者からの分離を行った事例   3，579   36．2   

虐待高齢者と虐待者を分離していない事例   5，899   59．7   

応について検討、調整中の事例   406   4．1   

合  計   9，884  100．0   
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イ．分離を行った事例の対応（表27）   

分離を行った事例における対応としては、「契約による介護保険サービスの利用」  

が35．9％と最も多く、次いで「医療機関への一時入院」が19．8％、「やむを得ない事  

由等による措置」が13．7％の順であった。「やむを得ない事由等による措置」を行っ  

た490件のうち、37．1％に当たる182件において面会を制限する措置が行われていた。  

表27 分離を行った事例の対応の内訳  

件数   ％   

契約による介護保険サービスの利用  1，285   35．9   

やむを得ない事由等による措置  490   13．7  

面会の制限を行った事例   182    ／   
緊急一時保護  392   11．0   

医療機関への一時入院  709   19．8   

その他  703   19．6   

合  計  3．579  100．0   

ウ．分離していない事例の対応の内訳（表28）   

分離していない事例における対応では、「養護者に対する助言・指導」が42．3％  

と最も多く、次いで、「被虐待高齢者に対するケアプランが見直された上で、被虐待  

高齢者が介護保険サービスを継続して利用」が24．3％、「見守り」が22．0％であっ  

た。  

表28 分離を行っていない事例の対応の内訳（複数回答）  

件数   ％   

護者に対する助言・指導   2，495   42．3   

護者自身が介護負担軽減のためサービスを利用   609   10．3   

虐待高齢者が介護保険サービスを新たに利用   671   11．4   

虐待高齢者に対するケアプランが見直された上で、被虐待高   

者が介護保険サービスを継続して利用   
1，434   24．3  

虐待高齢者が介護保険サービス以外のサービスを利用   686   11．6   

の他   1，464   24．8   

専り   1，300   22．0   

（注り ％は被虐待高齢者と虐待者の分離を行っていない5．899件に対する割合であるため、合計は100％  

にならない。  

（注21）「見守り」には、他の対応と重複がない事例のみ計上されている。  

エ．権利擁護に関する対応   

権利擁護に関する対応として、成年後見制度及び地域福祉権利擁護事業（平成19  

年度から日常生活自立支援事業）の利用状況について把握した。成年後見制度につい  

ては、「奉り用開始済み」が90件、「利用手続き中」が127件であり、これらを合わせ  

た21フ一件のうち、市町村長申し立ての事例は81例（37．3％）であった。   

一方、「地域福祉権利擁護事業の利用」は205件であった。  

19  
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3．市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備等について  

市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備等について、平成18年度末の状況   

を調査した。全部で13の項目について回答を求め、その結果を表29及び図1に示す。   

いずれの項目も、高齢者虐待防止法施行が契機となり、休制整備および取組みが促進さ   

れたことがわかる。  

表29 市町村における体制整備等に関する状況  （1，829市町村、平成18年度末現在）  

法施行前 か  19年度  

ら実施   
中に実施   

又は取組  

又は取組 み   み予定   

対応窓口となる部局の  数   735   934   1，669   99   59   2  1，829   

設置   ％   40．2   51．1   91．3   5．4   3．2  0．1  100．0   

対応窓口部局の住民へ  数   285   944   1，229   421   178   口  1，829   

乃周知   ％   15．6   51．6   67．2   23．0   9．7  0．1  100．0   

式年後見制度の市区町  391   530   921   395   509   4  1，829  

村長申立への体制強化   21．4   29．0   50．4   21．6   27．8  0．2  100．0   

地域包括支援センター  数   173   653   826   415   587   口  1，829  

等の関係者への研修  ％   9．5   35．7   45．2   22．7   3．1  0．1  100．0   

独自の対応のマニュア  数   81   338   419   806   603   口  1．829   

ル、業務指針等の作成  ％   4．4   18．5   22．9   44．1   33．0  0．1  100．0   

琶宅介護サーービス事業  141   803   944   511   371   3  1．829  

者に法について周知   ％   7．7   43．9   51．6   27．9   20．3  0．2  100．0   

講演会や広報紙等によ  数   142   667   809   601   418   口  1．829   

る住民への啓発活動   ％   7．8   36．5   44．2   32．9   22．9  0．1  100．0   

介護保険施設に法につ  数   109   675   784   527   515   3  1．829   

しヽて周知   ％   6．0   36．9   42．9   28．8   28．2  0．2  100．0   

老人福祉法による措置  373   356   729   439   660   口  1，829  
に必要な居室確保のた  

めの関係機関との調整   20．4   19．5   39．9   24．0   36．1  0．1  100．0   

法に定める警察の援助  102   484   586   602   640   口  1，829  

要請等に関する警察署  

担当者との協議   ％   5．6   26．5   32．0   32．9   35．0  0．1  100．0   

「早期発見・見守リネット  数   330   371   701   656   471   口  1，829   

ワーク」の構築への取組  ％   18．0   20．3   38．3   35．9   25．8  0．1  100．0   

「保健医療福祉サービス  153   2了3   426   572   826   5  1，829  
介入支援ネットワーク」  

の構築への取組   
％   8．4   14．9   23．3   31．3   45．2  0．3  100．0   

「関係専門機関介入支  103   248   351   624   853   口  1．829  
援ネットワーク」の構築  

への取組   



図1市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備等の状況  

包法施行後に実施又は取鴇み□柑年度中に実施又は取組み予定日19年度も実施又は取絹む予定なし田無効回答  

対応窓口となる部局の設置  

対応窓口部局の住民への周知  

成年後見制度の市区町村長申立への体制酎ヒ  

地域包括支援センター等の関係者への研修  

独自の対応のマニュアル、業務指針等の作成  

居宅介護サービス事業者に法について周知  

講演会や広報紙等による住民への啓発活動  

介護保険施設に法について周知  

老人福祉法による措置に必要な居室確保のための関集線関との調整  

法に定める警察の援助要請等に関する警察署担当者との協議  

早期発見・見守りネットワークの構築への取趨  

保健医療福祉サービス介入支援ネットワークの構築への取組  

関係専門機関介入支線ネットワークの構築への取組  

u      n         朋  榊彙  ノゝノ＝‘しタ）ご′ぺ 結滞雄岩そ   ：モくこ、  

0篤  20％  40ぢ  60％  8Dち  tOD％  

（事）   

各項目の平成18年度末現在の実施率を比較し表30に示す。「高齢者虐待の対応の窓口とな  

る部局の設置」が91．3％、「高齢者虐待の対応の窓口となる部局の住民への周知」が67．2％  

と最も実施率が高かった。一方、「老人福祉法の規定による措置に必要な居室確保のための関  

係機関との調整」が39．9％、「早期発見・見守りネットワークの構築への取組」が38．3％、  

「法に定める警察署長に対する援助要請等に関する警察署担当者との協議」が32．0％、「保  

健医療福祉サービス介入支援ネットワークの構築への取組」が23．3％、「関係専門機関介入  

支援ネットワークの構築への取組」が19．2％であり、地域における高齢者虐待対応に関する  

関係機関等との連携や調整が必要な項目については、市町村内部の体制整備や住民及び介護  

関係施設・事業所への法の周知等に比べて実施率が低く、平成19年度中に取り組む予定なし  

という率も高かった。  

2】  
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表30 市町村における体制整備等の実施率（平成18年度末現在）  

％   

S窓口となる部局の設置   91．3   

；窓口部局の住民への周知   67．2   

；介護サービス事業者に法について周知   51．6   

F後見制度の市区町村長申立への体制強化   50．4   

戴包括支援センター等の関係者への研修   45．2   

巨会や広報紙等による住民への啓発活動   44．2   

藍保険施設に法について周知   42．9   

ヽ福祉法による措置に必要な居室確保のための関係機関との調整   39．9   

期発見・見守リネットワーク」の構築への取組   38．3   

二定める警察の援助要請等に関する警察署担当者との協議   32．0   

健医療福祉サービス介入支援ネットワーク」の構築への取組   23．3   

iの対応のマニュアル、業務指針等の作成   22．9   

係専門機関介入支援ネットワーク」の構築ぺの取組   19．2   
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高齢者等が一人でも安心して暮らせるコミュニティづくり推進会議  

（「孤立死」ゼロを目指して）の開催について  

1 趣 旨   

単身高齢者や高齢者世帯のみの世帯が増加している中で、都市部などにおいて、地域  

から孤立した状態で高齢者が死亡する事例等が社会問題となっている。 単身高齢者及び  

高齢者のみの世帯数は今後も増加することが予想される一方、地域のコミュニティ意識  

の希薄化が指摘されている中で、こうした高齢者等が地域から孤立することのないよう、  

取り組みを進める必要がある。   

このため、孤立死ゼロを目指して、「高齢者等が一人でも安心して暮らせるコミュニ  

ティづくり推進会議（「孤立死ゼロ」を目指して）」（以下「推進会議」という。）を開催  

し、各地域において実践されている特徴的な取り組みを全国に普及させるとともに、高  

齢者等が一人でも安心して暮らせるコミュニティづくりに向けて、国民等に提言するこ  

ととする。  

2 推進会議の活動内容  

（1） 各地域において実践されている孤立死ゼロに向けた取り組みの普及  

（2） 高齢者等が一人でも安心して暮らせるコミュニティづくりに向けての提言の策定  

3 推進会議の運堂  

（1） 推進会議の委員は、厚生労働省老健局計画課認知症・虐待防止対策推進室長が委  

嘱する。  

（2） 推進会議の委員は15名以内とし、議長を1名置く。  

（3） 推進会議の委員の任期は、1年とする。  

（4） 議長は、委員の互選により選出する。  

（5） 会議の庶務は、厚生労働省老健局計画課認知症・虐待防止対策推進室において行  

うこととし、厚生労働省社会・援護局地域福祉課、警察庁生活安全局地域課、総  

務省大臣官房企画課、国土交通省住宅局住宅総合整備課の協力を得るものとする。  

4 施行期日  

本開催要綱は、平成19年8月20日から施行する。  
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高齢者等が一人でも安心して暮らせるコミュニティづくり推進会議  

（「孤立死」ゼロを目指して）委員名簿（50音順）   

安藤 和津  

飯田 宏行  

伊藤 陽子  

稲垣 紀夫  

大蔵 豊和  

大澤 義行  

兼松 久和  

小池 昭夫  

渋谷 篤男  

鷲見よしみ  

園田眞理子   

○高橋 紘土  

田尻 佳史  

永井 愛子  

野中 博  

エッセイスト   

千葉県健康福祉部高齢者福祉課長   

新宿区健康部長   

北海道旭川市消防本部消防長   

社団法人高層住宅管理業協会業務部次長   

全国民生委員児童委員連合会会長   

全国自治会連合会会長   

独立行政法人都市再生機構本社住宅経営部業務収納リーダー   

社会福祉法人全国社会福祉協議会地域福祉部長   

日本介護支援専門員協会副会長   

明治大学理工学部建築学科准教授   

立教大学大学院21世紀社会デザイン研究科教授   

日本NPOセンター事務局長   

全国老人クラブ連合会副会長   

医療法人社団博腎会野中医院院長  

○印は座長。  
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オレンジリボンには  

子ども虐待孝防止する  

というメッtz－ジ打1  

込められています。  

2007年10月19日  

厚生労働省雇用・均等児童家庭局   



○ 全国の児童相談所における児童虐待に関する相談件数は、児童虐待防止法施行前  
の平成11年度に比べ、直近の平成18年度（速報値）においては3．2倍に増加。  

平成2年度   平成3年度   平成4年度   平成5年度   平成6年度   平成7年度   平成8年度   平成9年度  平成10年度   

（1．00）   （1．06）   （1．25）   （1．46）   （1．78）   （2．47）   （3．73）   （4．86）   （6．30）   

1，101   1，171   1，372   1，611   1，961   2，722   4，102   5，352   6，932   

平成11年度  平成12年度  ■平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度  

（10．56）   （16．10）   （21．13）   （21．56）   （24．13）   （30．34）   （31．31）   （33．92）   

11，631   17，725   23，274   23，738   26，569   33，408   34，472   37，343  

（注）1・平成18年度の件数は速報値であり、今後変動することもあり得る。2．表中、上段（）内は、平成2年度を1とした指数（伸び率）  
（件数）   である。  

35，000  
34，472  

30，000  

25，000  
3，738  

20，000  

15，000  

10，000   ／   

5，352   



○従来の児童虐待防止対策は、「児童相談所」のみで対応する仕組みであったが、前回（平成16年）の児童虐  

待防止法等の改正により、「市町村」も虐待通告の通告先となり、「市町村」「児童相談所」が二層構造で対応  

する仕組みとなっている。  

○現在、各市町村単位で、要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネットワーク）の設置が進められているとこ   

ろ。（平成19年3月末日現在、約85％が汝置見込み）  

不日言炎・通告  

送致等  
■  

都道府県  
手喜祉事務所  木目言炎・通告  

送 致  

相談一通告        ＝ヰ  

三チ  ＝  

送致等  
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医療機関  

家庭裁半り所  
保健所  
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要保苫亀児童対策地域協言義会  
（子どもを守る地域ネットワーク）  

、  

ノ′  
ノ′  

′■  
一■■  

一‘■   
、－ 

－叫  

－2－  

騙－一 句 中 一 ■一一■＋ローー ■ヨー  



果たすべき機能  

要保護児童の早期発見や適切な保護を図るためには、  

・関係機関が当該児童等に関する情報や考え方を共有し、  

・適切な連携の下で対応していくことが重要  

であり、市町村（場合によっては都道府県）が、要保護児童対策地域協議会を設置し、  

①関係機関相互の連携や役割分担の調整を行う機関を明確にするなどの責任体制を明確化すると   

ともに、  

②個人情報保護の要請と関係機関における情報共有の在り方を明確化することが必要  
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市町村における児童家庭相談体制の状況（都道府県別）  

○要保護児童対策地域協議会又は虐待防止ネットワークの都道府県別設置状況  

設置済み  

市町村の割合   
都道府県数（構成比）   

100％   16（34．1％）   

80％～99％   15（31．9％）   

60％～79％   15（31．9％）   

40％～59％   1（2．1％）   

20％～39％   0（0．0％）   

0％～19％   0（0．0％）  

平成19年3月31日   平成18年4月1日  

現在（見込み）   現在   

北海道   86．1％   83．9％   

青森県   69．8％   37．5％   

岩手県   100．0％   60．0％   

宮城県   97，2％   86．1％   

秋田県   64．0％   32．0％   

山形県   100．0％   100．0％   

福島県   75．0％   26．2％   

茨城県   90．9％   56．8％   

栃木県   姑8％   54．5％   

群馬県   68．4％   56．4％   

埼玉県   100．0％   95．8％   

干葉県   100．0％   73．2％   

東京都   77．4％   69．4％   

神奈川県   100．0％   100．0％   

新潟県   68．6％   60．0％   

富山県   86．7％   86．7％   

石川県   100．0％   84．2％   

福井県   1nnn批   1nnnO∠  

山梨県   96．4％   75．9％   

長野県   64．2％   40．7％   

岐阜県   100．0％   100．0％   

静岡県   95．2％   92．9％   

愛知県   100．0％   87．3％   

三重県   100．0％   62．1％   

平成19年3月31日   平成18年4月1日  

現在（見込み）   現在   

滋賀県   100．0％   100．0％   

京都府   76．9％   57．1％   

大阪府   100．0％   100．0％   

兵庫県   100．0％   85．4％   

奈良県   64．1％   59．0％   

和歌山県   73．3％   60．0％   

鳥取県   94，7％   84．2％   

島根県   100．0％   81．0％   

岡山県   92．0％   65．5％   

広島県   100．0％   65．2％   

山口県   81．8％   77．3％   

徳島県   95．8％   91．7％   

香川県   88．2％   76．5％   

愛媛県   90．0％   40．0％   

高知県   65．7％   54．3％   

福岡県   58．5％   39．1％   

佐賀県   65．2％   52．2％   

nlつ〔／  長崎県  フl．J7D   60．99も   

熊本県   95．8％   77．1％   

大分県   100．0％   72，2％   

宮崎県   67．7％   45．2％   

鹿児島県   63．3％   49．0％   

沖縄県   65．9％   43．9％   

全国   85．1％   69．0％  
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生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）【実施主体＝市区町村】  
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平成19年度「生後4ケ月までの全戸訪問事業」及び「育児支援家庭訪問事業」都道府県別実施状況  

生後4か月までの全戸訪問事業  
育児支援家庭訪問事業  

生後4か月までの全戸訪問事業  
（こんにちは赤ちやん事業）  （こんにちは赤ちやん事業）  

育児支援家庭訪問事業  

実施市区町村数   実施率   実施市区町村数   実施率  実施市区町村数   実施率   実施市区町村数   実施率   

北 海 道   118   65．6％   83   46．1％   滋 賀 県   18   69．2％   14  53．8％   

青 森 県   19   46．3％   12   29．3％   京 都 府   19   73．1％   16   61．5％   

岩 手 県   32   91．4％   22   62．9％   大 阪 府   19   44．2％   31   72．1％   

宮 城 県   35   97．2％   30   83．3％   兵 庫 県   27   65．9％   23   56．1％   

秋 田 県   15   60．0％   4   16．0％   奈 良 県   21   53．8％   16   41．0％   

山 形 県   30   85．79も   22   62．9％   和歌山県   17   56．7％   13   43．3％   

福 島 県   33   56．7％   21   35．0％   鳥 取 県   15   78．9％   6   31．6％   

茨 城 県   31   70．5％   21   47．7％   島 根 県   18   85．7％   14   66．7％   

栃 木 県   20   64．5％   18   58．1ウも   岡 山 県   18   66．7ワ右   19   70．4％   

群 馬 県   27   71．1％   15   39．5％   広 島 県   20   87．0％   12   52．2％   

埼 玉 県   28   40．0％   26   37．1％   山 口 県   16   72，7％   10   45．5％   

千 葉 県   35   62．5％   17   30．4％   徳 島 県   12   50．0％   8   33．3％   

東 京 都   31   50．0％   45   72．6％   香 川 県   12   70．6％   9   52．9％   

神奈川 県   15   45．5％   17   51．5％   愛 媛 県   8   40．0％   5   25．0％   

32   91．4％   25   71．4％   新 潟 県  高 知 県   19   54．3％   31，4％   

富 山 県   73．3％   5   33．3％   福 岡 県   32   47．0％   33   50．0％   

石 川 県   19   100．0％   19   100．0％   佐 賀 県   19   82．6％   9   39．1％   

福 井 県   15   88．2％   8   47．0％   長 崎 県   22   95．7％   16   69．6％   

山 梨 県   26   92．9％   21   75．0％   熊 本 県   32   66．7％   13   27．1％   

長 野 県   87．7％   45   55．6％   大 分 県   61．1％   9   50．0％   

岐 阜 県   28   66．7％   16   38．1％   宮 崎 県   11 ll   36・7ウも  ■7  23・3％   

静 岡 県   35   83．39乙   26   61．9％   鹿児島県   28   57．1％   12   24．5％   

愛 知 県   36   57．1％   38   60．3％   沖 縄 県   29   70．7％   20   48．7％   

三 重 県   25   86．2％   15   51．7％   全国計／平均   1210   68．5％   897   49．7％  

平成18年度  杢葦挙軒 車線軸置努   

※ 各都道府県には政令指定都市・中核市を含む。  

※ 平成19年6月1日現在（予定も含む。）  

－6－   



子ども       待による死  亡事例等の検証     結果等について（概要抜粋）  
社会保障          審議会リ  記童部会  

児童虐待等要保護事例ゐ検証に関する専門委員会  

第3次報告（平成19年6月22日）  
‥・   二▲・  

検証方法  

○平成17年中に子ども虐待による死亡事例として把握された70例（86人）について、心中以外の  

事例51例（56人）、心中事例19例（30人）それぞれについて分析  

結  果  

1年齢 －0歳児の死亡割合は約4割の水準－   
○ 心中以外の事例では、0歳が最も多く、約4割となっている。   

（0歳児の死亡数に占める割合：H16年46．0％（23人）、H17年38．5％（20人））  

2 動機 一望まない妊娠は低年齢児の死亡リスクの大きな要因－  
○ 心中以外の事例の3歳未満では、望まない妊娠が25．0％、子どもがなつかないなどや保護を   

怠ったことがともに20．0％。  

一母親自身が何らかの葛藤を有している可能性があるケース  
が約2割－  

○ 心中以外の事例の妊娠期の問題について、母子健康手帳未発行、望まない妊娠／計画してい   

ない妊娠、妊婦健診未受診の3つのいずれかがあった子どもは17．9％（10人）。  

ー7－   



一8－   



＿一ノーーーーーY・ －－一・←－  

拉≒＝＝＿、 ！  
L」＿＿＿】－＿山一脚＿＿二二二＝＿二＝＝∴皇  芋どもを守る地域ネウトワ－ク機能強化事業のイヰ≒ジ（平成如  年度予  

【現 状】  

○子どもヰ育て応援プランに毒づき⊥平成2咋度ま矩「子どもを守る地域ネットワ「ク」の全市町村六の設直を推進中  

⇒寧5∴1％の市町村で設置（平成19年3月声見込恥虐待防止ネットワークを含むこ）  

○ 調整機関への専門職員（コーディネーター）の配置促進が課題  

去児童福祉司と同様の資格を有する者の配置は、11．4％（平成18壷4月市町村の相談支痍担当職員の状況）  

市町村が実施する地域ネットワークの機能強化のための取組を支援するため、下記の条件を満たす市町村に交付金を交付0  
1．調整機関に児童福祉司と同様の資格を有する者を配置すること。  
2．児童虐待の事例について、適時、個別ケース検討会議を開催するとともに、定期的に、実務者会議を開催し、個別ケースの   
進行管理等を行うこと。  

3．地域ネットワーク構成員を対象とした研修（講習）を実施すること。  
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平成19年10月1、9日  

『これからの地域福祉のあり方に関する研究会』  

意見報告資料  

「地域で安心して老いるために願うこと」  

釧路地区障害老人を支える会  

（たんぽぽの会）  

会長 岩渕 雅子  

1．たんぽぽの会の中で～「足の一本でも祈れてくれたら‥・J  

2．「ぼけた人の命を守ってください」～排桐老人SOSネットワークづくりへ  

3．SOSネットワーク10年の検証と地域の力  

4．家族介護の実態調査から見える認知症の人と家族  

5．若年性認知症の人と家族の支援とネットワークづくり  

6．共に支え合う地域づくりをめざして～新しい「つながり」の再生を   



家族介護の某誌について  

国2－5  

回答実数Z13人  
無表情■無感動の傾向がみられる  

ぼんやりしていることが多い  

生きがいを覚えているふうがない  

根気がまったく続かない  

発想が乏しく、画一的になる  

一日や一週間の計画が、自分で立てられない  

3つ以上の用事を、同時に並行して片づけられない  

反応が遅く、動作がもたもたしている  

同じことを繰り返し話したり、尋ねたりする  

相手の意見を聞かない  

何度敢えても日付があやふやになる  

身だしなみに無頓着になる  

今までできていた、家庭内の簡単な  
用事ができない  

ガス・風呂の火・電気の消し忘れ  
水運の締め忘れが目立つ  

料理がうまくできず、味付けが変になる  

薬をきちんと飲めないので  
家族が注意する必要がある  

季節や目l的にあった洋服を選ぺない  

昨日のできごとをすっかり忘れる  

お金や持ち物のしまい場所を忘れて  
「盗まれた、処分された」と顎ぐ  

簡単な計算もできない  

同居の家族の、名前や関係が分からない  

汚れた下着を、そのまま平気で着ている  

服を一人では正しく者られず  
上着に足を通したりする  

風呂にはいることを煉がる  

食事をしたことを、すぐ忘れる  

しばしば自宅の方向が分からなくなる  

泉庭生活（食事・入浴・排泄）に  
介助が必要である  

独り音や同じ言葉の操り返しが目立つ  

誰もいないのに「人がいる」といったりする  

大小便を失敗し、あとの処置がうまくできない  
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症状からみた痴呆の状態  

□ぱけなし  

コ小ぽけ  

日中ばけ  
図Z－6  

回答数Z13人  

●小ぽけ：家庭生活では支持がない  

が、象長の外、世間lこでると社会活動  
面で様々な支障がある．  

●中ばけ：身の回りの事は自分でやれ  
ても家庭内のことができない．  

●大ぽけ：身の回りのことも自分でで  
きなくて介護がいる．見かけや態度は  
大人だが理解や判断力は幼児レベル．  

中ぽけ  
16．4％  8．介護上の問題  

ナ程度と抱えている開講  

図4－10  

回答数ZO3人  
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ぽけの程度とトラブル  
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要介護者への態度  

思わず声を上げたり叱った  

手をあげ叩いたり体をつねった  

返事をしなかったり口を聞かなかった  

外出させないようにした  

部屋から出さないようにした  

わざと幼い子のように言い間かせたりした   

「いつまで生きるつもりなのJと嫌みを言った  
要介環者へひどいことをしたと   

おもったことがあるか？  
国4－1S  

回答数186人  羊などを結わえたり縛った  

薬を飲ませておとなしくさせた  

家族と一緒に食事をさせなかった  

足で蹴ってしまった  

おしめのせえる回数を減らした  

冷暖房をきった  

飲み物、食事を抜いたり与えなかった  

お金を取りあげた  

火筒をさせた   

孫などの乱暴な聞き方や態度を黙認した  

その他  

人 0  20  40  60  80 100 120 140 160  

介頚者の叱責に対する  
要介護者のとった態度  

黙りこんだ  

聞こえないふりをしたり、  
ぱけたように振る舞った  

泣きだした  

悲鳴をあげたり、大声を出した  

興撃して暴れた  

食事を拒否した  

わざといやがることをした  

機嫌をとったり、謝った  

部屋に引きこもった  

外に逃げようとした  

他の親戚や近所に悪口を  
大げさに言いつけた  

その他  

図4－19  

回答実数153人  

人0  10  20  30  40  SO  60  70  80  
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要介護者の態度を見たあなたの気持ち  
図4－20  

回答実数147人  
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お年よりを在宅で介積できるために必要な条件  

介護者が健康であること  

介護者の代わりがあること  

ある程度の経済的条件に恵まれていること  

医師・看護婦はじめ協力的な医療機関の存在  

介護者が休養できるよう、ショート  
ステイ、託宅所的な制度があること  

介護者が高齢でないこと  

介環者のお年よリヘの愛情  
（これまでのよい人間関係）  

介乱こついての適切な相談・指導機関の存在  

ホームヘルパーなどの公的な家事・介護の援助  

介護者が気晴らしに出かけたり、趣味や  
社会活動を続けられる条件があること  

いつも話し合える仲間の存在  

豪族■親戚・近隣の精神的な支持と励まし   

住宅条件に恵まれていること（住宅改這も含む）  

宗族の具体的な協力、分担があること  

介護休暇が自由にとれること  

介護者が無職（専業主婦など）であること  

同居家族以外の兄弟、親戚の介環協九  
分担、費用分担などがあること  

近所の人やボランティ7の協力  
■
■
1
．
．
■
 
 

人0  50  100  150  
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SOSネットワーク利用状況（H6～H18）  
（各年度3月末現在）  

1件数  

実   0   16   26   39   44   13   18   15   21   H6  H7  H8  H9  HlO  Hll  H12 ス  H  H14  H15  H16  H17  H18   18   48   

延   38   42   35   40   49   15   20   16   13   24   5   18   48   

死亡  2   山   

不明  
計   38   42   35   43   50   15   20   17   14   24   5   8  ロ  

i■壷膏膏「  

■通行人  

口家族等 ロタクシー  

60   

50   

40   

30  

20   

10   

0  

⊂n  

＝6年虞 ＝7年虎 H純度 ＝時度 ＝10年度 ＝11年度 ＝1錘庄 ＝1強度 Hl植皮 Hl純度 H仲剛【H17年農 相18年床  

※その他 消防（1）、店且（4）、会社郎1）  
／くス運転手（1）、病院職則2）、施設職長く8）  
大学塀長川、捜査負（り、町村障良川、保健師（1）  

・保護件数に関しては、平成6年度から10年度までl事、延30から50件で推軌                                                                                                                                   ■   ■ ▲ 」．．．．．．＿  ‾l′トn5已IT淋lヽ一17qし′ ヽ－1Pヽ l17■－■■■■ 」l■【■′‾ ‘‾ ■ ‾ ■’【 ▼ ▼’■’▼  

平成11年度からは10～20件台に減少し平成16年度には5件となったが17年度以降増加に転じている。  
・実延では平成7年度は複数回保護されるお年寄りが多かったが、純度以降実延件数に大きな差は見られない。   



釧路地域SOSネットワークフローチャート   欄掛軸変更  

道警本  ＋＞   
引き取り   家  族  方面本部  

他管内警察署  璃協力機関  
相
談
・
支
控
 
 

保護情報         ＞  釧路保健所  
北海道釧路方面  
釧路警察署  
（生活安全係）  
厚岸警察署  
弟子屈警察署   

交  番  
（派出所・駐在所）  

情報捜喋責苦捷  
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人
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予防サービス焼付・掟眺  

蜘握  

見守り支蝮  

サービス担当者会議 等  

居宅支援事業所  
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 撃墜漸疇法塀醸  

鍵楽艦力観劇   

地元消防本部   
消 防 団  

ー＋＞  
★一時対応  

★ 身体的間  
★ 精神的周  

注Ⅰ‾一驚敷か紬捜索協力槻阻競市町村役妨害申協力蝉塀ほ軍旗同家必要  
往2 連絡用紳こよる通報（祖語）の後、発見されなければ、正式の捜索頓の提出  

即題緋掴老人の年齢別内訳（1994－2003）   図2』排御老人の発見者の属性（1994－2003）  

く図1、2出典〉平成16年度SOSネットワーク達総会議削斗より   

了  



表4 不明にいたる誘因   

◎是さいなストレスを抱えて  

・先立つ央敗ひゞつもの簡単なことができない  

・髄単なことが思い出せない（子供の住所忘れ物（家の鞠  

・人に仕事を言い付けられて  

夫にタクシーを誘導するようにいわれて  

家の前の雪かき、目を離したすきに  

・直前に豪族と小さないさかl＼しかられて  

◎居場所の変更   

・毛足子供の家に移り住み   
・遊びにいく：子供のところ  

◎老老介護（介碍者も痴呆気晩気づき・対応の遣れ笥  

◎（日割独居   



2004年（平成16牟）10月11日（月曜日）  

釧路 

良 

草 

木阜 

葦姦 

帝 

国田  

介
絆
が
必
雫
な
お
年
寄
り
に
対
す
る
虐
待
に
ど
う
向
き
合
え
は
い
い
の
か
 
 

圭
釧
路
而
や
近
郊
町
村
の
ヘ
ル
パ
ー
宅
し
会
門
簡
約
五
十
人
が
こ
．
の
l
ま
 
 

く
同
市
組
合
碍
祉
セ
ン
タ
音
別
研
修
会
菅
開
い
た
．
釧
路
鳩
区
陣
－
署
 

人
を
童
え
る
金
言
渕
雅
書
き
の
設
里
芋
周
年
各
会
し
た
行
彗
訣
 
 

・
私
が
荷
船
老
介
讃
の
研
究
哲
始
 
 

め
た
の
は
十
五
年
痢
、
「
あ
の
う
 
 

ば
聾
し
層
見
に
行
っ
て
」
と
 
 

亨
わ
れ
た
の
か
き
っ
か
住
職
戸
 
 

内
彙
兼
テ
ル
み
た
い
に
立
派
 
 

な
罷
で
し
た
。
そ
の
五
、
大
隠
 
 

に
百
人
す
つ
の
お
年
苛
の
か
入
院
 
 

し
て
い
よ
℃
た
。
 
 

春
日
教
授
が
講
演
 
 
 

の
一
人
働
縛
毒
手
不
幸
招
き
 
 

し
て
「
私
、
何
も
思
い
こ
と
し
て
 
 

い
ま
せ
ん
。
泥
緯
も
し
て
い
ま
せ
 
 

ん
。
だ
か
ら
ほ
ど
い
て
く
だ
さ
い
」
 
 

と
営
う
ん
で
す
。
・
思
わ
ず
彗
ノ
こ
 
 

う
と
し
た
ら
、
儀
内
牧
の
嘉
 
 

に
「
辞
に
な
る
か
ら
や
め
て
」
と
 
 

止
め
ら
れ
き
し
た
∵
 
 

二
い
つ
退
院
す
る
の
で
す
か
」
 
 

膏
と
、
．
‖
．
「
あ
の
世
行
き
の
と
 
 

き
で
す
屯
ま
あ
、
こ
の
方
た
ち
 
 

は
整
い
ん
で
す
．
家
族
が
 
 

括
で
た
ん
甘
す
ー
と
貢
£
し
 
 

二
十
甲
入
野
虔
で
、
み
な
両
手
 
 

雨
足
鳥
ら
れ
て
い
已
巧
を
 
 

地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
 
 

師
に
は
、
七
の
墨
に
背
い
眉
女
芙
（
富
革
の
嘗
キ
ス
ヨ
毒
 
 

針
碍
い
た
。
㌧
「
腋
齢
者
胤
待
毒
を
」
▼
と
隠
し
た
執
演
内
容
の
ほ
か
、
現
場
 
 

か
ら
萱
ら
れ
た
実
例
に
対
し
て
参
加
蓋
軒
が
一
緒
に
対
応
策
を
考
え
た
 
 

や
り
と
り
を
紹
介
す
る
，
 
 

「自業自陣のような昔われ力も間！凰」一と一  
高貼審虐待の特一散を凋】持する春日】扱j受  

た
．
ず
い
ぶ
ん
シ
ョ
ッ
ク
蔓
け
 
 

ま
し
た
が
、
▲
こ
の
十
五
年
で
大
き
 
 

く
要
 
 
 

そ
し
て
介
儲
保
険
の
ス
タ
ー
ト
 
 

後
は
〔
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
や
ヘ
ル
 
 

バ
ー
が
家
族
介
渡
の
現
場
に
入
る
 
 

こ
と
に
よ
勺
て
、
．
尊
兄
な
か
っ
た
 
 

も
の
が
世
間
の
日
毎
れ
る
よ
う
 
 

に
な
り
ま
し
た
。
虐
待
も
そ
の
一
 
 

つ
で
す
。
 

最
の
問
現
と
し
て
児
薯
待
 
 

や
下
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク
バ
イ
オ
レ
ン
 
 

ス
（
D
V
）
と
共
通
す
る
の
は
①
 
 

加
害
者
に
虐
待
し
て
い
る
と
い
う
 
 

諺
請
が
な
い
②
槙
辞
さ
れ
t
い
る
 
 

側
童
と
い
l
つ
蛮
が
な
い
 
 

①
膚
待
の
芙
真
髄
筆
名
カ
i
医
師
 
 

高
齢
者
虐
待
¢
十
分
簑
夢
 
 

を
与
え
な
い
、
風
呂
に
入
れ
な
い
 
 

な
ど
介
護
の
放
棄
、
拒
否
、
放
任
 
 

⑦
殴
る
、
け
る
、
つ
ね
る
な
ど
の
 
 

愚
方
詮
振
る
う
身
体
的
虐
待
①
 
 

「
早
く
死
ん
で
し
き
さ
と
舌
っ
 
 

て
侮
辱
し
た
り
、
口
置
き
か
ず
に
 
 

無
視
し
た
り
す
る
心
Ⅶ
靖
蕉
④
 
 

年
金
を
取
り
上
げ
る
、
■
琶
で
財
 
 

産
奏
す
る
な
ど
の
経
済
的
虐
 
 

待
⑤
件
柄
な
偶
力
蔓
け
る
性
的
 
 

虐
待
－
が
嬰
雪
白
本
の
対
衆
は
 
 

欧
米
に
比
べ
2
0
年
以
牽
い
 
 

る
と
い
一
頭
も
あ
る
。
 
 
 

国
が
昨
年
翠
美
辞
し
た
全
国
 
 

網
査
で
は
、
．
家
庭
内
で
虐
待
す
る
 
 

加
寄
者
は
息
子
（
3
2
％
）
、
奴
（
2
1
 
 

％
）
、
娘
（
1
8
％
）
、
宍
（
陀
％
）
 
 

の
悼
。
虐
待
の
蔑
で
は
心
理
的
 
 

虐
待
が
6
4
％
で
疎
も
多
く
、
介
讃
 
 

の
放
棄
・
放
任
（
叩
究
）
、
身
体
 
 

的
虐
待
（
5
0
％
）
と
挽
く
。
 
 

（
石
要
治
）
 
 

に
吉
男
う
音
義
巻
暑
 
 

が
加
署
を
盛
衰
に
気
 
 

づ
い
て
も
相
放
す
る
公
の
鳩
が
な
 
 

か
っ
た
た
め
、
葺
的
に
撃
 
れ
て
き
た
ー
が
挙
げ
ら
丸
ま
す
．
 
 

司
会
 
実
際
の
介
環
境
で
か
 
 

か
わ
っ
た
ケ
ー
ス
毒
見
て
く
だ
 
 

さ
い
。
 
 
 

確
役
職
員
 
入
所
宅
の
年
金
冨
 
 

き
ょ
う
だ
い
が
押
さ
え
て
い
て
施
 
 

設
に
支
払
っ
て
く
れ
ま
せ
ん
。
 
 
 

司
会
 
成
年
後
見
制
度
誉
使
え
 
 

な
い
で
し
上
う
か
．
役
場
貿
練
 
 

保
囁
j
当
窓
口
で
問
い
て
み
て
 
 

介護の現場から一参加者の声  

隠
れ
た
虐
待
に
目
を
■
金
銭
問
題
も
多
発
 
 

し
っ
け
、
敵
背
、
愛
情
、
本
人
の
 
 

た
め
な
ど
、
「
許
さ
れ
套
 
 

と
い
っ
見
方
も
着
ち
で
す
．
 
 
 

軍
見
て
児
童
空
目
や
D
V
と
は
 
 

要
っ
た
特
徴
と
し
て
 
「
子
供
 
 

箪
し
方
が
轟
か
っ
た
」
 
「
b
赦
 
 

が
多
い
か
ら
」
な
ど
七
、
い
か
に
 
 

も
自
重
自
得
だ
と
い
う
よ
う
な
言
 
 

わ
九
方
舟
き
九
る
ケ
ー
ス
も
多
T
い
ト
 
 

の
で
す
．
 
 
 

そ
う
い
っ
た
萱
旦
介
 
 

入
が
与
し
も
絶
し
く
な
っ
て
い
ま
 
 

す
。
「
助
け
て
」
と
膏
わ
れ
た
ら
 
 
 

≠
亡
芦
！
－
・
－
萱
－
▼
宣
J
－
さ
吏
2
H
祭
－
召
す
1
亭
∈
t
～
亡
ポ
妄
■
皇
毛
蓼
t
－
－
託
た
＝
1
－
一
三
，
■
－
▼
■
 
 
 

ま
○
 
 
 

別
路
市
の
担
当
者
 
私
も
そ
う
 
 

鬼
い
葺
 

春
日
故
殺
 
こ
の
ケ
ー
ス
は
 
 

今
、
尭
表
し
た
加
堅
持
の
問
題
 
 

で
は
な
い
は
ず
。
経
済
的
虐
待
な
 
 

の
に
、
そ
の
ま
ま
に
し
て
き
た
の
 
 

は
な
ん
で
な
の
か
、
「
自
分
の
と
 
 

こ
ろ
は
こ
う
対
応
し
て
い
る
」
と
 
 

実例を基に対応熊や今後の方策を考えた特別研牒嚢  

介
入
し
や
す
い
け
れ
ど
、
ア
サ
だ
 
 

ら
け
な
の
に
「
な
ん
で
も
な
い
」
 
 

畠
わ
れ
て
書
‥
r
虐
待
 
 

だ
と
号
か
ぜ
違
を
ろ
2
 
 

と
判
断
に
雪
て
し
ま
い
ま
す
。
 
 

吏
こ
で
、
横
由
実
（
神
祭
川
県
）
 
 

な
ど
で
す
で
に
軌
道
に
乗
っ
て
ぃ
 
 

る
よ
う
彗
横
様
的
に
周
囲
に
相
 
 

談
で
尊
台
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
塵
舶
か
 
 

必
辞
に
な
っ
て
い
ま
す
†
 

◇
∵
‥
．
や
 

か
す
か
・
き
す
よ
．
 

学
専
攻
。
「
介
謂
と
ジ
声
ソ
ダ
ー
」
 
 

（
家
宅
な
ど
介
慧
女
族
閲
 
 

見
に
関
す
る
多
数
の
著
曹
が
あ
 
 

る
。
熊
本
麻
出
彗
8
0
鰻
。
 
 

い
っ
た
も
の
は
な
い
の
で
す
か
」
 
 
 

女
性
参
加
者
．
私
が
か
つ
′
1
東
 
 

学
し
て
い
た
施
設
で
も
会
同
且
 
 

は
多
く
、
施
設
が
通
帳
の
印
鑑
を
 
 

預
か
る
こ
と
菅
入
所
の
条
件
に
し
 
 

て
い
き
し
た
。
そ
し
て
碧
丁
政
 
 

回
、
監
事
し
て
い
ま
 

考
璧
葺
私
た
ち
の
会
に
も
 
 

さ
患
真
相
雛
が
来
ま
す
．
民
 
 

間
も
含
め
た
虐
待
対
応
の
ネ
ッ
ト
 
 

ワ
ト
ク
の
必
寧
陛
を
痛
感
し
ま
 
 

す
。
 
 
 

春
日
救
援
 
釧
路
は
今
、
ど
ん
 
 

な
シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て
い
る
の
で
 
 

す
か
二
八
十
重
上
の
万
の
実
 
 

態
菅
す
べ
て
把
埠
す
る
よ
う
な
、
 
 

本
気
で
向
皇
宮
虚
名
が
あ
る
の
 
 

で
す
か
。
 
 
 

釧
路
市
の
過
当
考
基
幹
監
 
 

宅
介
雑
支
援
セ
ン
タ
J
に
地
域
ケ
 
 

7
会
議
費
設
寧
し
て
い
」
尊
か
、
 
 

地
域
で
眠
っ
て
い
る
な
人
ら
か
の
・
 
 

支
援
が
必
要
な
挙
例
は
多
々
あ
る
 
 

ぢ
ク
つ
と
思
い
章
す
．
ど
う
苑
輯
 
 

す
る
か
が
詳
零
し
す
．
 
 

春
日
救
援
命
網
島
る
慢
当
 
 

著
者
決
め
な
い
く
 
「
だ
れ
か
が
 
 

す
る
だ
ろ
う
」
と
な
っ
t
し
ま
い
 
 

ま
す
．
 
 

蒜トー  
ー‾嘲Ⅷ鱒  

9  
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「
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し
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い
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q
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独り暮らし高齢者  

安否確認事業も  

路
 
 

痢
は
ろ
卓
寝
た
き
り
…
高
齢
に
な
れ
ば
誰
も
が
不
 
 

安
を
寧
＼
障
事
を
も
っ
た
お
毎
寄
り
や
家
窒
蓋
え
 
 

る
当
事
者
の
金
と
し
て
発
足
し
た
別
路
地
区
障
害
者
 
 

人
を
支
え
る
重
た
ん
ほ
ほ
の
会
こ
盃
媒
芋
虫
異
 
 

義塾丑憾  

同
会
は
1
9
8
5
年
6
月
 
 

l
こ
介
詳
震
の
会
と
し
て
発
 
 

彗
 
「
地
域
で
安
心
し
て
老
 
 

い
る
」
を
目
槻
に
、
雲
、
妓
、
 
 

娘
な
ど
女
性
に
嘱
寧
レ
た
介
 
 

滞
の
社
会
化
を
求
め
、
い
ち
 
 

早
＜
デ
イ
ケ
ア
の
原
型
と
な
 
 

相
同
毒
の
る
望
．
右
鵬
が
岩
渕
会
長
 
 

る
宅
董
や
全
国
初
の
ケ
 
 

ー
ス
と
な
っ
た
排
掴
（
は
い
 
 

か
い
）
老
人
の
S
O
S
ネ
ッ
 
 

ト
？
・
ク
租
掘
化
な
ど
に
取
 
 

り
綽
ん
で
き
た
．
畢
吐
金
員
 
 

は
、
介
曙
昔
、
み
と
っ
た
人
、
 
 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
7
な
ど
賛
助
金
 
 

早
も
加
え
2
1
9
へ
 
 
 

罰
周
年
藁
と
し
て
は
釧
 
 

路
精
神
倶
贋
協
会
な
ど
4
看
 
 

て
介
護
窪
入
後
の
痢
 
 

ほ
う
ケ
ア
の
間
穎
点
な
ど
を
 
 

全
国
的
な
視
野
で
明
菜
、
研
 
 

究
し
て
い
る
安
田
女
子
大
学
 
 

の
育
日
キ
ス
ヨ
放
校
を
招
 
 

き
、
1
0
月
2
日
午
前
m
川
時
か
 
 

ら
釧
路
キ
ャ
ッ
ス
ル
ホ
テ
ル
 
 

で
地
域
福
祉
神
葬
会
を
聞
 
 

く
．
ま
咤
午
後
か
ら
は
、
 
 

市
璧
福
祉
セ
ン
タ
ー
に
会
 
 

．
 
 

場
を
移
し
、
同
教
授
と
と
も
 
 

や
く
仝
薗
の
東
湖
調
査
が
行
 
 

に
専
門
職
を
対
象
に
、
よ
う
 
 
 

わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
高
齢
 
 

言
草
同
粗
菅
丁
マ
に
、
 
 

な
に
が
虐
待
な
の
か
、
そ
の
 
 

原
因
な
ど
に
つ
い
て
も
研
修
 
 

を
深
め
る
．
 
 
 

ま
た
、
同
会
は
今
年
度
か
 
 

ら
長
年
取
り
組
ん
で
き
た
高
 
 

齢
者
、
介
護
に
関
す
る
「
た
 
 

ん
ほ
ぼ
電
指
相
空
で
、
会
 
 

の
方
か
姦
n
垂
ら
し
の
お
 
 

年
寄
り
に
声
か
け
電
話
を
入
 
 

れ
る
活
動
も
頼
め
ち
 
「
自
 
 

分
か
ら
助
け
を
求
め
る
こ
と
 
 

㈹
れ
貼
…
琳
…
…
卜
γ
叩
－
 
 

が
ち
」
と
の
鳥
越
啓
か
ら
だ
．
 
 

季
＼
ま
で
句
太
人
か
ら
、
 
 

あ
る
い
は
離
れ
て
暮
ら
す
琴
 
 

族
か
ら
の
襲
あ
れ
ば
、
 
 

「
安
否
確
顔
に
「
一
な
が
れ
ば
」
 
 

と
顔
っ
て
い
る
．
相
談
護
 
 

は
毎
週
水
－
金
の
2
画
（
年
 
 

前
用
暗
か
ら
牛
後
3
時
半
）
、
 
 

4
2
1
‘
6
8
8
で
受
け
て
い
 
 

る
．
 
 
 さ

ら
に
豊
喪
は
昨
窪
川
 
 

毎
を
迎
え
た
俳
掴
老
人
の
S
 
 

O
S
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
蓋
 
 

を
讃
し
て
も
う
お
う
く
 
 

捜
詮
臨
や
町
円
金
、
宅
建
 
 

学
校
の
研
修
な
ど
の
崩
金
に
 
 

啓
誓
っ
．
r
痴
ほ
 
 

う
は
だ
れ
で
も
在
る
可
能
性
 
 

が
あ
り
、
恥
ず
か
し
い
こ
と
 
 

で
は
な
い
。
そ
し
て
、
地
域
 
 

に
オ
ー
ブ
ン
に
す
る
こ
と
で
 
 

救
命
率
が
上
が
る
こ
と
が
立
 
 

証
さ
れ
て
い
る
．
理
解
毒
 
 

た
い
」
 
（
同
会
長
）
と
し
て
 
 

い
る
。
 
 

（≦第三ヨ牡郵便脚）   

綱のーたんほほの会」  

努
在
室
蕃
葺
い
 
 

」
1
．
■
l
－
、
、
こ
↓
■
P
㌢
ナ
「
ブ
．
′
∈
什
丹
比
l
・
引
ト
■
に
′
【
1
．
－
r
堅
、
引
 
 

朋
情
報
交
換
を
す
る
場
に
 
 

近
年
、
増
0
0
中
の
男
性
介
 
 

庚
暑
が
男
性
な
ら
で
は
の
帽
 
 

章
見
る
場
を
作
ろ
 
 

う
く
介
穫
当
事
者
の
金
で
 
 

あ
る
削
路
地
区
障
害
華
人
を
 
 

支
え
る
金
（
た
ん
ほ
ほ
の
金
 
 

・
岩
雲
量
が
金
員
 
 

だ
け
で
な
く
表
ほ
も
呼
 
 

び
掛
け
て
、
8
局
H
H
、
釧
 
 

路
市
弥
生
1
の
わ
た
ほ
う
し
 
 

の
家
で
初
の
試
み
と
し
て
 
 

「
弄
竪
苛
っ
ど
い
」
 
 

男
性
介
繹
青
に
つ
と
い
参
 
 

加
蓋
け
る
土
辱
じ
 
 

ん
（
左
）
と
関
根
さ
ん
（
石
）
 
 

を
開
く
．
 
 
 

最
近
は
要
を
介
接
す
る
男
 
 

性
か
珍
し
く
な
い
．
し
か
し
、
 
 

男
性
は
愚
痴
を
こ
ぼ
せ
な
い
 
 

人
が
多
く
異
性
で
あ
る
葉
 
 

の
入
浴
や
那
泄
介
助
で
の
苦
 
 

労
、
日
常
の
盗
扇
苦
手
な
 
 

ど
、
勢
性
特
有
の
事
情
も
あ
 
 

る
．
同
会
は
重
義
 
 

の
坊
と
し
て
「
介
浬
震
の
 
 

集
い
」
存
長
く
続
け
て
き
た
 
 

が
、
こ
う
し
た
姶
で
は
女
性
 
 

介
撰
者
の
発
雷
が
轟
に
な
 
 

り
が
ち
だ
．
「
閂
レ
十
蕩
の
 
 

人
轟
で
き
る
だ
け
で
 
 

互
い
に
共
感
が
み
り
心
は
 
 

晴
れ
る
も
の
．
男
性
だ
け
で
 
 

心
お
き
な
く
原
画
登
吐
き
出
 
 

し
、
互
い
の
介
護
の
工
夫
な
 
 

ど
情
報
交
換
す
る
膀
に
し
た
 
 

い
」
と
担
当
空
虚
警
じ
 
 

ん
と
関
根
洋
子
さ
ん
は
こ
の
 
 

襲
い
の
懇
親
嘉
す
．
 
 
 

当
日
は
年
別
拍
時
3
0
分
か
 
 

ら
午
後
2
暗
ま
で
て
昼
食
 
 

も
出
る
．
こ
の
間
の
都
合
の
 
 

よ
い
時
間
帯
だ
け
の
参
加
も
 
 

可
朋
だ
．
ま
咋
被
介
汚
者
 
 

の
同
伴
も
で
き
る
（
肇
の
 
 

り
）
．
診
皿
我
と
蛋
 
 

の
預
か
り
は
無
料
．
丁
人
 
 

で
も
多
く
の
男
性
介
望
の
 
 

参
加
を
持
っ
で
い
ま
す
」
と
 
 

呼
び
掛
け
て
い
る
。
問
い
合
 
 

わ
電
申
し
込
み
は
8
白
ま
 
 

で
に
（
託
薫
望
は
6
日
ま
 
 

で
）
土
屋
芋
ん
般
－
4
4
2
 
 

2
血
石
川
声
ん
9
1
⊥
。
－
4
 
 

7
へ
．
 
（
坂
上
め
ぐ
み
）
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阻
監
隊
敷
鼠
撃
ご
・
t
・
r
ざ
聖
 
 

グ
ル
ー
プ
で
熱
気
あ
ふ
れ
る
討
抜
を
行
っ
 
 

た
痴
ほ
う
介
護
サ
ボ
一
字
壷
成
講
座
 
 

護家族を支援  
予
定
人
員
の
2
．
倍
 
 

障害老人を支える会  

国
の
「
や
す
ら
ぎ
支
援
事
業
」
で
痴
ほ
孟
著
人
の
在
宅
生
活
を
支
援
す
る
「
痢
 
 

は
う
介
琴
ポ
去
十
」
象
成
誇
祭
日
と
1
日
、
釧
路
市
総
畠
祉
セ
ン
 
 

タ
ー
で
開
か
廷
。
予
定
定
員
の
2
笛
の
ト
0
0
人
が
受
講
し
、
熱
琵
あ
ふ
れ
 
 

た
研
惨
と
な
っ
た
。
 
 

取
．
L
i
′
－
㌢
r
－
．
算
↑
1
～
 
三
－
．
 
 

－
 
 

l
 
 

′
‥
▲
′
 
l
l
 
 

・
 

1
岸
 

．
1
1
が
．
■
1
 
．
叶
一
け
㌧
．
朋
∬
l
L
世
職
扉
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
 
一
J
■
 
r
 
i
 

恥
 
 

・
－
 
－
－
・
こ
・
∴
・
三
り
「
一
∴
∴
…
主
て
；
…
 
 

ー
 0
0
人
が
殺
到
 
 

（
坂
上
め
ぐ
み
）
 
 
 

こ
れ
は
北
海
道
ほ
け
者
人
 
 

を
書
見
る
家
族
の
会
の
事
業
 
 

と
し
て
釧
路
地
区
降
車
者
人
 
 

．
を
支
え
る
会
（
た
ん
ば
ほ
の
 
 

．
会
・
岩
渕
雅
子
巻
き
．
・
が
釧
 
 

路
で
は
初
め
て
主
管
し
た
。
 
 

釧
路
市
の
「
痢
は
う
性
高
齢
 
 

者
家
族
や
す
ら
宣
墨
ご
と
 
 

▲
漬
し
、
講
座
修
了
者
は
市
 
 

の
童
筆
録
を
行
っ
て
有
 
 

償
で
希
望
家
庭
に
派
遣
さ
れ
 
 

る
こ
と
に
な
る
こ
と
か
ら
、
 
 

介
蟹
荏
事
に
し
て
い
る
、
 
 

あ
る
い
は
資
格
を
持
っ
て
い
 
 

る
4
0
代
、
5
0
代
の
受
講
者
が
 
 

殺
到
し
た
。
 
 
 

痢
ぼ
う
介
護
サ
ポ
ー
タ
ー
 
 

市の制度イヒにも期待  
は
、
介
護
保
険
で
は
安
け
ら
 
 

れ
る
サ
ー
ビ
ス
が
少
な
い
 
 

上
、
住
み
慣
れ
た
場
所
で
過
 
 

ご
す
の
が
最
良
と
さ
れ
る
痢
 
 

は
う
性
老
人
の
在
宅
介
護
を
 
 

支
援
す
る
も
の
で
、
介
護
家
 
 

族
支
援
加
大
き
な
目
的
。
2
 
 

日
間
の
日
程
で
、
蘭
ほ
う
介
 
 

護
の
専
門
家
が
痢
ぽ
う
と
は
 
 

何
か
、
高
齢
者
へ
の
理
解
、
 
 

そ
の
家
族
へ
の
理
解
な
ど
を
 
 

テ
ー
マ
に
講
義
、
演
習
を
行
 
 

っ
た
。
 
 

道
ば
け
老
人
を
享
え
る
家
 
 

族
の
会
の
立
野
新
平
名
誉
会
 
 

長
の
演
習
で
は
、
締
ほ
う
の
 
 

お
年
寄
り
へ
の
対
応
の
基
本
 
 

は
「
説
得
よ
り
納
得
で
あ
る
」
 
 

と
参
加
者
が
グ
ル
ー
プ
討
議
 
 

を
行
っ
た
。
介
護
家
族
の
会
 
 

で
あ
る
主
管
者
の
た
ん
ぼ
ば
 
 

の
会
の
岩
渕
会
長
は
「
施
設
 
 

に
頼
ら
ず
、
在
宅
介
撃
で
長
 
 

続
き
さ
せ
る
に
は
介
護
家
族
 
 

へ
の
嚢
最
大
の
課
題
。
 
 

会
と
し
て
も
市
か
ら
た
く
さ
 
 

ん
の
支
援
員
が
派
遣
さ
れ
る
 
 

よ
う
制
度
化
し
て
は
し
い
」
 
 

と
期
待
を
か
け
て
い
る
け
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0ク．一／¢、′Jj五紳（如槌郵餉如）梓射  

な一った料理会を秦  「冬月琴」朋のイベント  しむ地域住民  

冬
月
荘
は
、
二
階
を
支
援
 
 

あ
必
要
な
人
た
ち
が
居
住
の
 
 

場
、
一
階
を
地
域
住
民
と
交
 
 

癒
す
る
壕
と
し
、
欄
P
O
法
 
 

人
∵
遍
域
生
活
支
援
ネ
て
 
 

‥
ヮ
 

直
撃
務
烏
代
表
）
が
、
民
間
 
 

今
後
も
イ
ベ
ン
ト
が
続
々
と
行
わ
れ
る
予
定
だ
。
 
 

障
嘗
者
や
高
齢
者
、
生
活
保
護
受
給
者
」
母
子
家
庭
の
人
た
ち
が
福
祉
制
度
の
枠
 
 

藍
貰
、
貴
兄
合
い
な
が
ら
生
活
、
就
労
す
る
場
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
八
ウ
ス
冬
月
荘
」
 
 

（
釧
路
市
米
町
）
が
、
本
格
始
動
し
た
川
十
古
に
は
地
域
住
民
ら
菅
交
え
た
料
理
 
 

会
が
開
か
れ
、
参
加
者
か
ら
は
「
温
か
い
雰
囲
気
で
居
心
地
が
い
い
」
と
好
評
で
、
 
 

企
業
の
元
社
員
崇
を
使
い
九
 
 

月
に
開
設
。
▲
と
の
」
カ
月
、
 
 

道
内
各
地
の
行
政
関
係
者
ら
 
 

の
視
察
が
相
次
い
で
い
る
。
 
 
 

実
質
的
な
ス
タ
ー
ト
と
な
 
 

る
こ
の
日
の
料
理
会
に
は
、
 
 

子
育
て
中
の
親
子
や
住
民
ら
 
 

民
交
え
称
理
会
も
 
 

（
村
田
亮
）
 
 

約
十
五
人
が
参
加
。
調
理
師
 
 

を
招
い
て
ピ
ザ
や
ス
ー
プ
を
 
 

作
っ
た
が
、
各
月
荘
を
運
営
 
 

す
る
常
駐
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
 
 

－
ら
は
講
師
や
出
席
者
、
主
 
 

催
者
な
ど
の
枠
を
排
除
し
、
 
 

で
き
る
賢
り
全
員
が
協
力
し
 
 

1
▲
 
 

・
1
て
＝
・
▲
▲
・
・
▼
・
－
1
 
 
－
 
・
・
－
－
 
J
 
 

合
え
る
よ
う
な
雰
堅
知
づ
く
 
 

り
を
目
濁
し
た
と
い
う
。
 
 
 

幼
少
期
に
い
じ
め
を
受
 
 

け
、
学
校
に
通
わ
な
く
な
り
、
 
 

今
も
社
会
と
か
か
わ
る
横
会
 
 

が
な
い
と
い
う
無
職
の
女
性
 
 

（
一
む
は
「
（
は
か
の
参
加
者
 
 

か
ら
）
ピ
ザ
の
作
り
方
を
敢
 
 

え
て
も
む
い
ま
し
た
。
ふ
れ
 
 

あ
い
が
と
て
も
よ
か
っ
た
」
 
 

と
笑
顔
で
話
し
て
い
た
。
 
 
 

十
三
日
に
は
、
釧
路
地
区
 
 

障
事
象
人
考
支
え
る
会
（
た
 
 

ゝ
1
 

t
J
ヽ
 
 

′
 
 
 

ん
ぽ
腰
の
会
）
．
が
午
前
十
時
 
 

悪
 
 

意
魯
考
箇
履
 
告
畏
．
と
医
澱
相
談
会
を
 
 

異
常
圭
四
計
創
ら
は
母
子
 
 

家
層
の
母
親
養
魚
七
七
た
 
 

市
主
催
曙
昔
宣
ン
教
室
の
 
 

補
習
の
骨
七
て
活
用
、
主
 
 

十
日
に
は
料
理
会
に
次
ぐ
イ
 
 

ベ
ン
ト
と
し
て
歌
謡
会
を
午
 
 

後
一
時
か
ら
行
う
。
 
 

冬
月
荘
は
、
生
活
傑
論
暑
 
 

が
属
僚
凛
を
介
護
、
l
高
齢
者
 
 

酢
母
子
魯
蕃
子
警
を
サ
 
 

ポ
ー
ト
す
る
こ
と
で
を
れ
 
 

ぞ
凪
が
生
き
が
い
を
見
い
だ
 
 

し
、
一
自
立
へ
の
道
筋
を
つ
け
 
 

各
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
 
 
 

現
時
点
で
居
住
者
は
い
な
 
 

い
が
、
日
置
事
務
局
代
表
は
 
 

「
多
く
の
人
に
集
ま
っ
て
も
 
 

ら
い
、
．
冬
月
荘
の
可
能
性
を
 
 

裸
り
た
い
」
と
い
う
。
問
い
 
 

合
わ
せ
は
冬
月
荘
℡
0
1
5
 
 

．
4
・
■
屯
ち
り
・
J
句
6
や
へ
バ
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社会福祉協議会の現状  

会・援護局   厚生労働省社   

地 域 福 祉 課   



社会福祉協議会の位置づけ  

○ 社会福祉協議会は、住民、ボランティア団体、民生委員児童委員、社会福祉施設や関   
係団体など社会福祉関係者、保健t医療・教育などの関係機関の参加・協力のもと福   
祉のまちづくりを目指したさまざまな活動を行っている民間団体。  

○ 市区町村、都道府県を単位に1つに限り設置（市町村社会福祉協議会は同一都道府   
県内の2以上の市町村での広域設置可）。  

○ 全国の市町村、都道府県・指定都市及び中央の各段階に組織され、中央と都道府県   
段階では全て社会福祉法人格を取得している。1983年には社会福祉事業法に市町村   
社会福祉協議会が規定されたことにより、市町村段階の法人化がすすみ、現在ではほ   
ぼ100％に近い法人化率。  

0 2000年の社会福祉法改正において、より住民に身近で、地域福祉推進の担い手で   

ある市町村社会福祉協議会を社会福祉協議会の基礎単位と位置づけるとともに、社会   
福祉協議会の目的が「地域福祉の推進」にあることを法律上明記した。  

ート   



活動の沿革  

昭和24年、GHQによる「社会福祉に関する協議会の設置」の指示、参議院厚生委員会による勧告で、「中央一都道府  
県一市町村にわたって一貫し、しかも社会事業の各分野を包括するような、新しい理念にもとづく合理的な社会事業振興連  
絡機関の創設が不可欠」との指摘があり、これらを受け、戦後の混乱とGHQの公私分離の原則により活動が弱体化してい  
た日本社会事業協会（明治41年設立の中央慈善協会が前身。社会事業団体・施設経営者が主たる会員）と日本民生委員  
連盟、軍人援護会を母体とする同胞援護会が統合し、昭和26年1月中央社会福祉協議会（現：全国社会福祉協議会）が結  
成された。  

＜草創期＞   

昭和24年、GHQが「社会福祉に関する協議会の設置」指示。昭和26年、中央社会福祉協議会（現在の全国社  

会福祉協議会）及び都道府県社会福祉協議会設立。その後順次、市町村社会福祉協 

＜要援護者中心の対応期＞（昭和20年代～30年代半ば）   

戦災孤児や引揚者への援護活動、民生委員との協働での低所得者支援、子供会などの児童健全育成、共同募   

金運動を推進   

＜地域組織化推進期＞（昭和30年代後半～昭和40年代半ば）   

地域ニーズの把握、障害者支援事業等の組織化、地域住民団体等の組織化による問題解決活動を推進   

＜住民参加堆進期＞（昭和40年代後半～昭和50年代後半）   

各地でのボランティアセンターの設置、住民参加による食事サービス等の先駆的な在宅福祉サービスを推進   

＜事業型社協推進期＞（昭和60年代～現在）   

福祉関係八法改正、「国民の福祉への参加指針」等により、住民の参加を得ながら社会福祉事業等の取り組みを   

総合的に推進  

（出典：中央社会福祉審議会社会福祉基礎構造改革分科会資料 平成10年3月5日）  
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1965年  1980年  1990年  2000年  年
 
 

5
 
 

5
 
 

9
 
 

1
 
 

＜2000年＞  ＜1951年＞  ＜1983年＞ ：＜1990年＞   

都道府県協議会と社会福祉  

協議会連合会を規定  

「地域福祉の推進を  
目的とする団体」で  
あることを明示  

市町村社会福祉協  

議会に関する規定  

を追加  

○ 政令市の地区協議会に関する規定を追加  
○ 市区町村・地区協議会は、  

・社会福祉を目的とする事業の健全な発  
達を図るための事業を行うこと  

l位  ■ l   

置  実 ロ  

づ  

け   ＜1992年＞  

事業に、社会福祉に関する活動への住民  
参加のための援助を行うことを追加  

＜1949年＞  ＜1991年＞  

＜1963年＞  

関する6項目」の中で、社会福祉  事業」開始  「ふれあいのまちづくり   
活動に関する協議会の創設が挙  

に企画指導員、各都道  ＜1994年＞  
国 の  府県社会福祉協議会 き  

関  ＜1951年＞  に福祉活動指導員を  
置（国庫補助）  連  

施  厚生省事務次官立ち会いの  
…佃豊設置  

策  もと、日本社会事業協会、全 民生連盟 
国委員、同胞援護  

会の首脳が会談。3団体が  
■‾▲■■‾■‾‘ 

福祉活動専門員設置  
一体となって社会福祉協議   

門員を設置（国庫  ト費を一般財源化  
会の確立促進にあたること  

補助）  

を宣明。  議会に福祉活動専  
＜1999年＞  

＜1952年＞  

小地域社会福祉協議  整備について  ＜1967年  
（厚生省社会局長通知）  共同募金の実施について  
t郡市町村等の協言嘉会の自発的・民主的な組織化をすす  

（厚生省社会局長通知）  めること  

・経費は共同募金配付金及び構成員からの会費等をもっ  
てあてること  ては、なるべく速やかに  それ自体の会費収入及び国、  

・市町村当局もー構成員として分担金・委託金を支出する  地方公共団体の補助金等によって賄い、共同募金の  
配分金に、一部であるにせよ依存しないことが望まし  よう指導されたいこと  
いので、国は勿論、地方公共団体においても公費補  ・中央においても地方財政平衡交付金に市町村社会福祉  

協言義会交付金として財政措置を講じているから承知願いた  
いても、会費収入の増加等について努力すること。  いこと他  
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＜全国の体系及び構成＞  

都道府県社協の連合会（第111条）  

①都道府県・指定都市社協、②全民児達、③社会福祉施設・在  
宅事業等の組織、④全国社会福祉施設経営者協議会、⑤福祉  
団体連絡組織をもって構成する。（社協基本要項）  

全国社会福祉協議会1カ所  

市町村社協の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経  
書するものの過半数が参加するもの（第110条）  都道府県社会福祉協議会 47カ所  

区域内において社会福祉を目的とする事業を経営する者と社会  
福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、区社協の過半数及  
び区域内の社会福祉事業又は更生保護事業を経営するものの  
過半数が参加するもの（第109条）  

政令指定都市社会福祉協議会17カ所  
政令指定都市  

政令指定都市  

地区社会福祉協議会130カ所  市町村社会福祉協議会1，807カ所  
区域内において社会福祉を目的とする事業を経営する者と社会福祉に関する  
活動を行う者が参加し、かつ、区域内の社会福祉事業又は更生保護事業を経  
営するものの過半数が参加するもの（同一都道府県内の2以上の市町村を区  

域とする広域設置も可）（第109条）  

1又は2以上の区の区域内において社会福祉を目的とする事業を経営する者  

と社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、区域内の社会福祉事業又  
は更生保護事業を経営するものの過半数が参加するもの（第109条）  

l  

l  

l  

】  

小地域  

（学区、  

自治会等）  

l  

l  

l  

1  

1  

1   

t  

l  

l  

l  

l  

ゝ  校区福祉委員会、校区社  ∠  
コ買  

：日常生活圏域を区域にする任意組織。多くは小学校区の設置。「地区社協」「校区社協」「校区福祉委員  
：会」「住民福祉協議会」など呼称は様々。市町村社協の支部の場合、自治会の福祉部に設置される場合  
；など形態は多私  
l  

：ロ／ロココこ「丁ノ■                         l  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

※それぞれの社協数は、平成19年10月1日現在の数。   
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事 業  

○現在、社会福祉協議会を通じて地域における社会福祉に関する活動が活発にすすめられているが、   
その具体的内容は、それぞれの地域の実情に応じたものであり、多岐にわたっている。  

（主な事業）  

ア ポランティア活動に関する支援、ボランティアの普及活動  

イ ふれあいサロンやいきいきサロン等、住民のつながりの場の提供  

り 民生児童委員や近隣住民などによる小地域での見守りネットワークづくり  

エ 民間福祉サービスの推進に向けた地域福祉活動計画の策定  

オホームヘルプサービスやデイサービスの運営等、介護保険サービスによる生活の支援  

力食事サービスや入浴サービスの実施等、高齢者・障害者への生活支援サービス  

キ 日常生活自立支援事業（福祉サービス利用援助事業）  

ク母子家庭組織への支援、子供会・クラブの組織化等、児童への生活支援サービス  

ケ 生活福祉資金の貸付や各種相談活動の実施  

コ 共同募金への協力  

＊詳細は資料7  

（全国社会福祉協  

議会）参照  

○ 介護保険制度導入後は介護保険事業の訪問介護事業を実施する市町村社協は73．5％（2006年   
調査）である。  

01999年10月からは、日常生活自立支援事業を実施し、判断能力が不十分な人々の福祉サービス   
利用援助、日常的金銭管理などの実施・相談窓口となり地域福祉のより一層の推進を図っている。  

○ 昨今では、全国ネットワークを活かした災害時の要援護者支援活動に実績。  

○ 厚生労働省では、これら事業を支援するため、全国社会福祉協議会の活動や都道府県市町村社会   
福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業、地域福祉を推進するための先駆的な取り組みへの   
助成を通じて社会福祉協議会の活動推進を図っている。  
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介護保険の在宅サービスにおける社協のシェア  

糞用額（平成16年12月サービス分）  

○在宅サービスでは、社協のシェアは、6％で月間158億円の規模。  

○ 訪問介護では社協は11％、適所介護では社協は9％のシェア。  

○在宅サービスの費用額：2，555億円  

（16年12月サービス分）  

○通所介護の費用額：599億円  

介護給付貴実態調査より作成   
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社会福祉協議会の主な事業  

全国社会福祉協議会   

法的位置付け   社会福祉法 第111条   

構 成   都道府県社会福祉協議会により構成   

・都道府県社会福祉協議会の指導・連絡  

・（各種）福祉施設協議会の運営  

・全国民生委員・児童委員連合会の運営  

・中央福祉人材センターの運営  

主要事業  ・中央福祉学院の運営  

・全国ボランティア活動振興センターの運営  

・関係機関・団体の連絡調整  

■モデル事業の実施  

・調査・研究事業の実施  

・福祉関係図書の出版  

・国際社会福祉協議会べの参画  

都道府県・指定都市社会福祉協議会   市町村社会福祉協議会   

法的位置付け   社会福祉法 第110条（都道府県社会福祉協議会）   社会福祉法 第109条   

組 織   区域内の市町村社会福祉協議会、社会福祉事業又は更生   区域内の社会福祉を目的とする事業を経営する者（社会  

保護事業を経営する者の過半数が参加   福祉施設等）、社会福祉に関する活動を行う者（ボランテ  

ィア団体等）が参加し、かつ社会福祉事業又は更生保護  

事業を経営する者の過半数が参加   

法人化率   100％   99．1％   

設置数   67ケ所   1，937ケ所  

（指定都市を除く。23区および指定都市の区を含む。）   

－8－   



連絡調整  
・  

（都道府県■指定都市社  ・社会福祉施設の連絡調整  君   

協 法第110条）  ■民生委員・児童委員協議会の事務局運営   ・民生委員・児童委員協議会の事務局運営   

（市町村社協 法第109   ■老人クラブ連合会の事務局運営   ・老人クラブ連合会の事務局運営   

条）  
・関係機関・団体の連絡調整   ・関係機関一団体の連絡調整   

■ボランティアセンターの運営   

・ボランティアセンターの運営  

住民参加を進める事  ■ボランティア団体の支援  

業  ・ボランティア体験月間の実施  

（都道府県・指定都市 110  
・福祉教育の推進   実施について）  

社協法第条）  
（市町村社協法第             ・ホームヘルパーの養成研修（通知）   ・福祉講座、介護講座等の実施  

■社会福祉大会   ・ふれあい広場（地域での交流イベント）  109条）  冒  

りト地域住民福祉座談会  ⊆  

・小地域福祉活動（見守り、訪問活動、いきいきサロン等）（通知・  
セーフティネット支援対策等事業の実施について）  

住民参加による事業  
・食事サービス  

（都道府県・指定都市  

事  ・家事援助サービス  

（市町村社協 法第  ・手話通訳派遣（通知・地域生活支援事業の実施について）  

109条）  ・福祉施設訪問  呈  

業  叩章害者、老人のレクリエーション、スポーツ  

・高齢者総合相談センター（通知■高齢者総合相談センター運営事  

・児童館（通知・児童館の設置運営について）  業の実施について）  
…  

・介護・実習普及センター（通知・介護実習・普及センター運営事業  

受託事業  の実施について）  

・福祉人材センター（通知・セーフティネット支援対策等事業の実  

施について）  

・福祉施設経営指導事業（通知・福祉施設経営指導事業の実施に  

ついて）   

介護保険事業  ・訪問介護（介護保険法）  

・通所介護（介護保険法）   

・共同募金への協力（通知・共同募金の実施について）   ・共同募金への協力（通知・共同募金の適正実施について）  

・生活福祉資金の貸付（通知・生活福祉資金の貸付けについて）  

いて）  
その他  

・日常生活自立支援事業（通知・セーフティネット支援対策等事業   

の実施について）   等事業の実施について）  

・運営適正化委員会（法第83条）   ・歳末慰問、激励金品の配布（独自）  
i  

乱   
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社会福祉協議会に対する国の補助  

（全国社会福祉協言義会に対し補助するもの）  

事 業 名   事  業  内  容   19年度予算紐   

全国社会福祉協議会に対す  ボランティア活動の振興や民生委員活動の充実など、地域福祉の総   220，738干円   
る補助  合的な推進を図る観点から、民生委員情報支援事業や福祉基礎研修事  

業、全国ボランティアセンター運営事業、中央福祉人材センター運営  

（民間社会福祉事業助成費補助金）        事業、福祉サービスの第三者評価事業等への補助   

（社会福祉協議会が実施主体となっている事業に対し補助するもの）  

事 業 名   事  業  内  容   18’交付決定  19’予 算   

地域福祉等推進特別事業  「既存の制度のみでは充足できない問題」や「制度の狭間にある問  701，447千円   
題」など地域社会における今日的課題の解決を目指す先駆的・試行的  （※19年度協離）  

取組に対する支援を通じて、住民参加による地域づくりの一層の推進  

（セーフティーネット支援対策等事業責補助金）  

日常生活自立支援事業  認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち判断能力が不十分  1，992，154千円  

な者が地域において自立した生活が送れるよう支援する事業  200億円  

（セーフティーネット支援対策等事業費補助金）          （実施主体：都道府県・指定都市社協）  の内数（メ  

ニュー事業）   

生活福祉資金貸付事業  低所得者、障害者及び高齢者の経済的自立及び生活意欲の助長等を  696，740千円  

図るため、資金の貸付と必要な援助指導を行う事業。  

（セーフティーネット支援対策等事業費補助金）          （実施主体：都道府県社協）   

運営適正化委員会設置運営  福祉サービスに関する利用者からの苦情を解決するための運営適正  245，379千円   

事業   化委員会の設置運営事業。   

沌－フティーネット支援対策等事業費補助金）  （実施主体：都道府県社協）   
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0 2003年時点の職員は11万人、うち一般事業職員＊1（非常勤含む）は2万人、経営   

事業職員＊2（非常勤含む）は9万人。  

0 2003年時点の社会福祉士資格保有者数は、一般事業職員1552人、経営事業職員   

1211人。地域福祉活動担当が含まれる一般事業職員の社会福祉士資格保有率は7．   

3％。  

＜職員数＞  

1997年   2000年   2003年   

一般事業職員   17，276   19，043   21，222   

（常 勤）   15，840   17，025   18，536   

（非常勤）   1，436   2，018   2，686   

経営事業職員   48，580   70，400   91，262   

（常 勤）   32，289   39，487   45，336   

（非常勤）   16，291   30，913   45，926   

合 計   65，856   89，443   112，484   

＊1一般事業職員：事務局長、事務職員、地域福祉活動担当等  

＊2 経営事業職員：ホームヘルパー、デイサービス等在宅サービス、通所・入所施設関係職員  全社協調べ  
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＜人口規模別 市町村社会福祉協議会職員数（平均）＞  

介護保険事業等あり   介護保険事業等なし   

全国平均   一般事業：常勤16、非常勤10  一般事業：常勤16、非常勤10  

経営事業：常勤19、非常勤20  

合計）65人   合計）26人   

1万人   一般事業：常勤6、非常勤2  一般事業：常勤 6、非常勤 2  

経営事業：常勤8、非常勤6  

合計）22人   合計） 8人   

5万人   一般事業：常勤18、非常勤9  一般事業：常勤18、非常勤 9  

経営事衰：常勤25、非常勤29  

合計）81人   合計）27人   

10万人   一般事業：常勤28、非常勤17  一般事業：常勤28、非常勤17  

経営事業：常勤32、非常勤33  

合計）110人   合計）45人   

20万人   一般事業：常勤36、非常勤14  一般事業：常勤36、非常勤14  

経営事業：常勤34、非常勤59  

合計）143人   合計）50人   

30万人以上  一般事業：常勤47非常勤30  一般事業：常勤47 非常勤30  

経営事業：常勤34非常勤44  

＜都道府県社会福祉協議会職員数（例）＞  

A県 人口 60万人 常勤24人、非常勤31人（合計）55人  
B県 人口184万人 常勤23人、非常勤24人（合計）47人  

C県 人口559万人 常勤58人、非常勤24人（合計）82人  

全社協調べ   



社会福祉法（昭和二十六年三月二十九日法律第四十五号）一抜粋－  

（目的）  

第一条この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め、社会福祉を目的とする   
他の法律と相まって、福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域における社会福祉（以下「地域福祉」とい  

）の推進を図るとともに、社会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全  
な発達を図り、もって社会福祉の増進に資することを目的とする。  

（地域福祉の推進）  

第四条地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者は、相互に協力し、   
福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他   
あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならない。  

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会）  

第百九条 市町村社会福祉協議会は、一文は同一都道府県  て次に掲げる事業  ＼
 
 

し
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内
 
 

域
 
 

区
 
 

の
 
 

村
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市
 
 

の
 
 

上
 
 

以
 
 

二
 
 

の
 
 

内
 
 
 

を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であって、その区域内における社会福祉を目的とす  
る事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあってはその区域内にお  
ける地 区社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が、指定都市  

に  町
 
 

び
 
 

及
 
 

市
 
 

の
 
 

以
 
 
加するものとする。  

一 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施  

二 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助  

三 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成  
四 前三号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業  

2 地区社会福祉協議会は、一又は二以上の区（地方自治法第二百五十二条の二十に規定する区をいう。）の区域内   
において前項各号に掲げる事業を行うことにより地域福 祉の推進を図ることを目的とする団体であって、その区   
域内における社会福祉を目的 とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、そ   
の区域内において社会福祉事業又は更生保言葉事業を経営する者の過半数が参加するものとする。  
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3市町村社会福祉協議会のうち、指定都市の区域を単位とするものは、第一項各号に掲げる事業のほか、その区域  
内における地区社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整の事業を行うものとする。  

4市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会は、広域的に事業を実施することにより効果的な運営が見込ま   
れる場合には、その区域を越えて第一項各号に掲げる事業を実施することができる。  

。、  5関係行政庁の職員は、市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会の役員となることができるただし役員  
の総数の五分の－を超えてはならない。  

6市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会は、社会福祉を目的とする事業を経営する者又は社会福祉に関   
する活動を行う者から参加の申出があったときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。  

（都道府県社会福祉協議会）  

第百十条都道府県社会福祉協議会は、都道府県の区域内において次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推   
進を図ることを目的とする団体であって、その区域内における市町村社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事   
業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。  

一前条第一項各号に掲げる事業であって各市町村を通ずる広域的な見地から行うことが適切なもの  

二 社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及び研修  

三 社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導及び助言  

四 市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整  

2 前条第五項及び第六項の規定は、都道府県社会福祉協議会について準用する。  

（社会福祉協議会連合会）  

第百十一条都道府県社会福祉協議会は、相互の連絡及び事業の調整を行うため、全国を単位として、社会福祉協  
議会連合会を設立することができる。  

2 第百九条第五項の規定は、社会福祉協議会連合会について準用する。  
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